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第㸯 基本的࡞事項 

 

㸯 市の概要 

 

ᖹ成 17 ᖺ 8 ᭶ 1 日ࠊඵ代市ඵ代郡内ࡢ坂本村ࠊ千⏫ࠊ鏡⏫ࠊ東陽村ࠊ泉村ࡢ 1 市 2 ⏫

3 村ࡢ合併ࠊࡾࡼ人口約 14 万人ࡢ新ࠕඵ代市ࠖࡀ誕生ࠋࡓࡋࡲࡋ 

本市ࠊࡣ熊本市ࡢ南約 40 ㎞置ࠊࡋ東西 50 ㎞ࠊ南 25 ㎞ࠊ面積 681.4k ㎡㸦68,136ha㸧

球磨ࡣ南ࠊ宮崎県東臼杵郡ࡣ東ࠊୗ益城郡ࠊ益城郡ୖࡣࠊࡳ臨ඵ代海ࡣ西ࠊࡋ面積を᭷ࡢ

郡及び葦郡接࡚ࡋいࠋࡍࡲ市域ࡣ日奈久断層崖ࡾࡼ西ࡢඵ代ᖹ㔝東ࡢ山地区分さࠊࢀ

球磨ᕝ・ịᕝࡢ両水系形成さࡓࢀ全面積ࡢ約 い࡚ࡗ立ࡾ成ࡽ山間地ࡀ70％ࠊᖹ坦地ࡀ30％

 ࠋࡍࡲ

ᖺᖹ均気温 ࡣᖺ間降水㔞ࠊ比較的温暖࡛℃17.2 1,800 ㎜～2,000 ㎜豊富࡞雨㔞恵ࢀࡲ

ࡣᖺ間降雨㔞ࡢ山間部ࠊࡾ࠾࡚ 2,000 ㎜以ୖ࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 

扇状地及水資源࡞豊富࡛良質ࠊ土地や࡞豊ࡓࢀࡲ育࡚ࡗࡼ球磨ᕝ・ịᕝࡣ本市ࠊࡓࡲ

び୕角ᕞを中心ࡓࡋ沖積ᖹ㔝ࠊỌᖺわࡿࡓᖸ拓事業ࡾࡼ形成さࡓࢀᖹ㔝を持ちࠊ全国

᭷数ࡢ農業地域ࠊ県ୗ᭷数ࡢ工業都市࡛ࠋࡍさࡣࡽ南九ᕞࡢ交通ࡢ結節点࡚ࡋ地域発展ࡢ

あࡽゆࡿ立地条件恵ࡓࢀࡲ環境あࠊࡾ自然調和ࡓࢀࡢ潤いࡢあࡿ地域࡛ࠋࡍ山地ࡢ東

部ࡣ泉⏫ࡢ国見岳(1,739ｍ)を最高峰࡚ࡋ九ᕞ山地ࡢ脊梁地帯を形成ࠊࡋ西పくࠊ谷ࡣ⊃く

深くࡾ࠾࡚ࡗ࡞落人伝説ࡀ語ࡿࢀࡀ⥅ࡾ秘境ࠊ五家荘地域を᭷࡞ࡿࡍṔ史自然豊࡞地域

 ࠋࡍ࡛

過疎地域自立促進特別措置法㸦以ୗࠕ過疎法 㸧࡛ࠖබ示さࡓࢀ旧市⏫村㸦以ୗ本市୍࡛ࠕࡣ部

過疎地域 㸧ࠖ࠾い࡚ࠊࡣ本市東部ࡢ山間地置ࠊࡋ合併前ࡢ旧坂本村ࠊ旧東陽村ࠊ旧泉村ࡀ

 ࠋࡍࡲࡾ࡞対象地域ࡢࡑ

 当該地域ࡣඵ代市ࡢ約 ࡣ林㔝率ࠊࡎࡽ関わࡶࡿࡵ面積を占ࡢ70% 市ࡣ人口ࠊࡾࡰࡢ91%

全体ࡢわࡎ 7%程度ࠊ地域内ࡢ高齢率ࡣᖹ成 22 ᖺ国勢調査時点࠾い࡚ い࡚ࡗ࡞42.6%

 ࠋࡍࡲ

   ୍部過疎地域ࡢ人口ࡘい࡚ࠊࡿࡳ࡚ࡳᖹ成 22 ᖺࡢ人口ࡣ 9,017 人࡛あࠊࡾ昭和 35 ᖺ

実ࡣࡽ 減少率ࡢ同ᖺ次࡛ࡢඵ代市全体࡛ࠊࡾ࠾࡚ࡗ࡞減少ࡢࡶ70.6％ ࠊࡶ࡚ࡋ比較19.7％

୍部過疎地域࡛ࡢ過疎ࡀ著ࡋく進行࡚ࡋいࡿこࡀ伺えࠋࡍࡲ 

こࡼࡢう࡞こ୍ࠊࡽ部過疎地域࡛ࡣ昭和 45 ᖺࡢ過疎地域対策緊急措置法施行以来ࠊ各

村࠾い࡚振興方針等基࡙ࠊࡁ各種計⏬を策定ࡋ産業ࡢ振興・生活環境ࡢ整備ࠊࡢ交通

通信体系ࡢ整備ࡢ࡞各事業を進ࠊࡓࡲࠋࡓࡋࡲࡁ࡚ࡵ合併後ࡢඵ代市࡛ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡶ地域

 ࠋࡍ࡛ࢁこࡓࡁ࡚ࡋ過疎対策を推進ࡓࡋ⥆⥅ࠊࡋ策定施策を計⏬的ࡓࡋ即特性ࡢ

࠾࡚ࡗ⮳ࡣࡿけをࡵ歯止高齢や人口流出ࡢ部過疎地域୍࡚ࡋ依然ࠊࡽࡀ࡞ࡋࡋ

 ࠋࡍࡲい࡚ࢀࡽࡵ求ࡀ推進ࡢ過疎対策ࡢ層୍ࡾࡼࡶ今後ࠊࡎࡽ
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㸰 人口及び産業の推移と動向 

 

ඵ代市ࡢ人口ࡣ昭和 35 ᖺ以降大幅࡞減少を⥆けࠊ昭和 55 ᖺ以降୍ࡣ貫࡚ࡋ減少傾向あࡾ

 ࠋࡍࡲ

特୍部過疎地域限ࠊࡿࡳ࡚ࡗ人口ࡣ昭和 35 ᖺ以降୍貫࡚ࡋ減少ࡋ⥆け࡚ࠊࡾ࠾各ᖺ

 ࠋࡍࡲえࡀうࡀこࡿい࡚ࢀ表顕著ࡶࡾࡼ市全体ࡣ減少傾向ࠊࡶ࡚ࡳࡽ減少率ࡢ

୍部過疎地域ࡢᖺ齢階層別人口࡛ࠊࡣᖺ少人口㸦15 ṓ未満㸧ࡢ総人口占ࡿࡵ割合ࡀᖹ成

17 ᖺ度ࡢ ᖹ成ࡽ10％ 22 ᖺࡣ 生産ᖺ齢人口㸦15ࠋ減少8.3％ ࡽ 64 ṓ㸧ࡘい࡚ࡶ同

様 ࡽ50.8％ 割合㸧ࡢ老ᖺ人口ࡿࡵ占高齢率㸦総人口ࠊ方୍ࠋࡍࡲい࡚ࡋ減少49.1％

ᖹ成ࡣ 17 ᖺࡢ ᖹ成ࡽ39.3％ 22 ᖺࡣ ࡶ今後ࡽこࡢࡽࢀこࠋࡍࡲい࡚ࡋ増加42.6％

少子高齢ࡀ進展࡚ࡋいくこࡀ予想さࠋࡍࡲࢀ 

ᖹ成ࡣඵ代市全体࡛ࡶい࡚࠾世帯数ࠊࡓࡲ 17 ᖺࡢ 46,983 世帯ࡽᖹ成 22 ᖺࡣ 47,458

世帯増加ࠊࡋ逆㸯世帯当ࡾࡓ人員ࡣ 2.91 人ࡽ 2.79 人減少ࠊࡋ今後ࡶ核家族ࡀ進行

部過୍ࠊࢀ懸念さࡀ増加ࡢ居老人⊃ࡾࡼ進展ࡢ核家族少子高齢ࠋࡍࡲࢀ予測さࡿࡍ

疎地域ࡘい࡚ࠊࡶ今後ࡶこࡢ傾向ࡾࡼࡀ顕著表ࡢࡶࡿࢀ推測さࠋࡍࡲࢀ 

産業別就業人口ࡘい࡚ࠊࡣ第㸯次産業ࡢ就業人口比率ࡣ以前ࡽ減少傾向࡛推移ࠊࡾ࠾࡚ࡋ

ᖹ成㸯㸰ᖺࡣ࡛ࡲ増加傾向あࡓࡗ第㸰次産業ࡢ就業人口比率ࡢࡑࠊࡣ後ࠊ減少傾向転࡚ࡌ

い୍ࠋࡍࡲ方ࠊ第㸱次産業ࡢ就業人口比率ࡢ伸びࡣ著ࡋいࡀࡢࡶあࠊࡾ今後こࡢ傾向ࡣ⥆く

予想さࡓࡲࠋࡍࡲࢀ就業者数ࡘい࡚ࡶ減少傾向あࠊࡾᖹ成 22 ᖺࡢ全就業者数ࡣ 59,261 人

ᖹ成ࠊ࡛ 17 ᖺ度ࡣࡽ 8.9％減少࡚ࡋいࠋࡍࡲ 

୍部過疎地域࠾い࡚ࠊࡶ産業別就業人口ࡢ推移ࡘい࡚ࡡࡴ࠾࠾ࡣ市全体ࡢ傾向ࡋ⮴୍

࡚いࠊࡀࡍࡲ就業者数ࡢ減少ࡢ幅ࡣ市全体ࡶࡾࡼ大ࡁくࠊᖹ成 22 ᖺࡢ全就業者数ࡀ 3,756 人ࠊ

ᖹ成 17 ᖺࡣࡽ 16.5%減少࡚ࡋいࠋࡍࡲ 

産業別就業人口ࡢ推移ࠊࡶࡽ今後୍部過疎地域内࡛ࡣ就業者ࡢ減少傾向ࡣ⥆くこࡀ予想

さࡿࢀこࠊࡽ地域内࠾い࡚ࡣ就労者ࡢ若返ࡾや後⥅者不足ࡢ解消ࠊ地域内雇用ࡢ確保等

を積極的推進࡚ࡋいく必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

 



表１－１㸦１㸧　人口の推移㸦国勢調査㸧

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

164,685 156,277 -5.1 149,647 -4.2 147,715 -1.3 150,389 1.8 149,421 -0.6 145,959 -2.3 143,712 -1.5 140,655 -2.1 136,886 -2.7 132,266 -3.4

57,335 47,813 -16.6 39,751 -16.9 35,715 -10.2 34,065 -4.6 31,849 -6.5 28,131 -11.7 24,496 -12.9 21,347 -12.9 18,876 -11.6 16,842 -10.8

97,529 97,478 -0.1 97,582 0.1 97,792 0.2 100,211 2.5 98,853 -1.4 95,834 -3.1 92,386 -3.6 87,621 -5.2 82,622 -5.7 76,585 -7.3

うち㸯㸳歳
～㸰９歳(a)

41,036 37,182 -9.4 34,720 -6.6 32,919 -5.2 31,118 -5.5 27,065 -13.0 24,832 -8.3 24,346 -2.0 23,035 -5.4 20,629 -10.4 17,814 -13.6

9,821 10,986 11.9 12,314 12.1 14,208 15.4 16,101 13.3 18,699 16.1 21,870 17.0 26,677 22.0 31,606 18.5 35,137 11.2 37,378 6.4

24.9% 23.8% － 23.2% － 22.3% － 20.7% － 18.1% － 17.0% － 16.9% － 16.4% － 15.1% － 13.5% －

6.0% 7.0% － 8.2% － 9.6% － 10.7% － 12.5% － 15.0% － 18.6% － 22.5% － 25.7% － 28.3% －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

30,625 25,382 -17.1 20,875 -17.8 18,001 -13.8 16,349 -9.2 15,229 -6.9 13,386 -12.1 12,375 -7.6 11,351 -8.3 10,333 -9 9,017 -12.7

11,600 8,861 -23.6 5,946 -32.9 3,974 -33.2 3,097 -22.1 2,501 -19.2 2,084 -16.7 1,684 -19.2 1,307 -22.4 1,029 -21.3 751 -27

16,843 14,275 -15.2 12,711 -11.0 11,716 -7.8 10,891 -7.0 10,045 -7.8 8,316 -17.2 7,206 -13.3 6,209 -13.8 5,245 -15.5 4,425 -15.6

うち㸯㸳歳
～㸰９歳(a)

6,656 4,732 -28.9 3,957 -16.4 3,646 -7.9 3,217 -11.8 2,498 -22.4 1,729 -30.8 1,419 -17.9 1,312 -7.5 1,149 -12.4 865 -24.7

2,182 2,246 2.9 2,218 -1.2 2,311 4.2 2,361 2.2 2,683 13.6 2,986 11.3 3,485 16.7 3,835 10.0 4,058 5.8 3,840 -5.4

21.7% 18.6% － 19.0% － 20.3% － 19.7% － 16.4% － 12.9% － 11.5% － 11.6% － 11.1% － 9.6% －

7.1% 8.8% － 10.6% － 12.8% － 14.4% － 17.6% － 22.3% － 28.2% － 33.8% － 39.3% － 42.6% －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

18,034 14,728 -18.3 12,037 -18.3 10,308 -14.4 9,239 -10.4 8,552 -7.4 7,137 -16.5 6,502 -8.9 5,771 -11.2 5,208 -9.8 4,414 -15.2

6,696 4,994 -25.4 3,310 -33.7 2,202 -33.5 1,605 -27.1 1,323 -17.6 1,044 -21.1 832 -20.3 629 -24.4 450 -28.5 289 -35.8

10,085 8,428 -16.4 7,454 -11.6 6,840 -8.2 6,265 -8.4 5,716 -8.8 4,400 -23.0 3,716 -15.5 3,013 -18.9 2,522 -16.3 2,087 -17.2

うち㸯㸳歳
～㸰９歳(a)

4,073 2,866 -29.6 2,431 -15.2 2,196 -9.7 1,875 -14.6 1,435 -23.5 897 -37.5 720 -19.7 617 -14.3 584 -5.3 411 -29.6

1,253 1,306 4.2 1,273 -2.5 1,266 -0.5 1,369 8.1 1,513 10.5 1,693 11.9 1,954 15.4 2,129 9.0 2,235 5.0 2,038 -8.8

22.6% 19.5% － 20.2% － 21.3% － 20.3% － 16.8% － 12.6% － 11.1% － 10.7% － 11.2% － 9.3% －

6.9% 8.9% － 10.6% － 12.3% － 14.8% － 17.7% － 23.7% － 30.1% － 36.9% － 42.9% － 46.2% －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

5,310 4,633 -12.7 3,934 -15.1 3,493 -11.2 3,307 -5.3 3,211 -2.9 3,062 -4.6 2,921 -4.6 2,805 -4.0 2,659 -5.2 2,436 -8.4

2,059 1,677 -18.6 1,171 -30.2 799 -31.8 610 -23.7 576 -5.6 527 -8.5 457 -13.3 365 -20.1 309 -15.3 254 -17.8

2,873 2,569 -10.6 2,360 -8.1 2,230 -5.5 2,210 -0.9 2,094 -5.2 1,935 -7.6 1,757 -9.2 1,604 -8.7 1,433 -10.7 1,263 -11.9

うち㸯㸳歳
～㸰９歳(a)

1,095 843 -23.0 727 -13.8 697 -4.1 711 2.0 590 -17 457 -22.5 387 -15.3 378 -2.3 318 -15.9 251 -21.1

378 387 2.4 403 4.1 464 15.1 487 5.0 541 11.1 600 10.9 707 17.8 836 18.2 917 9.7 919 0.2

20.6% 18.2% － 18.5% － 20.0% － 21.5% － 18.4% － 14.9% － 13.2% － 13.5% － 12.0% － 10.3% －

7.1% 8.4% － 10.2% － 13.3% － 14.7% － 16.8% － 19.6% － 24.2% － 29.8% － 34.5% － 37.7% －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

7,281 6,021 -17.3 4,904 -18.6 4,200 -14.4 3,803 -9.5 3,466 -8.9 3,187 -8.0 2,952 -7.4 2,775 -6.0 2,466 -11.1 2,167 -12.1

2,845 2,190 -23.0 1,465 -33.1 973 -33.6 882 -9.4 602 -31.7 513 -14.8 395 -23 313 -20.8 270 -13.7 208 -23

3,885 3,278 -15.6 2,897 -11.6 2,646 -8.7 2,416 -8.7 2,235 -7.5 1,981 -11.4 1,733 -12.5 1,592 -8.1 1,290 -19.0 1,075 -16.7

うち㸯㸳歳
～㸰９歳(a)

1,488 1,023 -31.2 799 -21.9 753 -5.8 631 -16.2 473 -25 375 -20.7 312 -16.8 317 1.6 247 -22.1 203 -17.8

551 553 0.4 542 -2.0 581 7.2 505 -13.1 629 24.6 693 10.2 824 18.9 870 5.6 906 4.1 883 -2.5

20.4% 17.0% － 16.3% － 17.9% － 16.6% － 13.6% － 11.8% － 10.6% － 11.4% － 10.0% － 9.4% －

7.6% 9.2% － 11.1% － 13.8% － 13.3% － 18.1% － 21.7% － 27.9% － 31.4% － 36.7% － 40.7% －

八
代
市
全
体

区　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　数

　㸮歳～㸯㸲歳

㸯㸳歳～㸴㸲歳

㸴㸳歳以ୖ(b)

昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ

(a)㸭総数
若ᖺ者比率

(b)㸭総数
高齢者比率

一
部
過
疎
地
域

区　分

昭和40ᖺ 昭和45ᖺ

(a)㸭総数
若ᖺ者比率

(b)㸭総数
高齢者比率

ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

総　数

　㸮歳～㸯㸲歳

㸯㸳歳～㸴㸲歳

㸴㸳歳以ୖ(b)

昭和50ᖺ 昭和55ᖺ 昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ

ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ

旧
坂
本
村

区　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ

(b)㸭総数
高齢者比率

ᖹ成22ᖺ

総　数

　㸮歳～㸯㸲歳

㸯㸳歳～㸴㸲歳

㸴㸳歳以ୖ(b)

(a)㸭総数
若ᖺ者比率

昭和55ᖺ 昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ

ᖹ成22ᖺ

旧
東
陽
村

区　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　数

　㸮歳～㸯㸲歳

㸯㸳歳～㸴㸲歳

(b)㸭総数
高齢者比率

昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ

㸴㸳歳以ୖ(b)

ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ

(a)㸭総数
若ᖺ者比率

(b)㸭総数
高齢者比率

旧
泉
村

区　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ

(a)㸭総数
若ᖺ者比率
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ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

総　数

　㸮歳～㸯㸲歳

㸯㸳歳～㸴㸲歳

㸴㸳歳以ୖ(b)

昭和50ᖺ 昭和55ᖺ 昭和60ᖺ



表１－１㸦㸰㸧　人口の推移㸦住民基本台帳㸧

実　数 構成比 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率

人 ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％

143,319 － 139,585 － -2.6 134,447 － -3.7 130,566 － -2.9 129,511 － -0.8 11,939 － 11,075 － -7.2 9,764 － -11.8 8,748 － -10.4 8,460 － -3.3

67,375 47.0 65,461 46.9 -2.8 62,858 46.8 -4.0 61,188 46.9 -2.7 60,658 46.8 -0.9 5,589 46.8 5,144 46.4 -8 4,531 46.4 -11.9 4,061 46.4 -10.4 3,920 46.3 -3.5

75,944 53.0 74,124 53.1 -2.4 71,589 53.2 -3.4 69,378 53.1 -3.1 68,853 53.2 -0.8 6,350 53.2 5,931 53.6 -6.6 5,233 53.6 -11.8 4,687 53.6 -10.4 4,540 53.7 -3.1

男
(外国人住

民）
198 0.2 － 223 0.2 12.6

男
(外国人住

民）
1 0 － 1 0 0.0

女
(外国人住

民）
1,033 0.8 － 1,177 0.9 13.9

女
(外国人住

民）
10 0.1 － 9 0.1 -10.0

実　数 構成比 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率

人 ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％

2,887 － 2,804 － -2.9 2,572 － -8.3 2,396 － -6.8 2,314 － -3.4 6,184 － 5,584 － -9.7 4,820 － -13.7 4,224 － -12.4 4,081 － -3.4

1,348 46.7 1,309 46.7 -2.9 1,214 47.2 -7.3 1,137 47.5 -6.3 1,097 47.4 -3.5 2,863 46.3 2,562 45.9 -10.5 2,178 45.2 -15.0 1,893 44.8 -13.1 1,823 44.7 -3.7

1,539 53.3 1,495 53.3 -2.9 1,358 52.8 -9.2 1,259 52.5 -7.3 1,217 52.6 -3.3 3,321 53.7 3,022 54.1 -9 2,642 54.8 -12.6 2,331 55.2 -11.8 2,258 55.3 -3.1

男
(外国人住

民）
1 0 － 1 0 0.0

男
(外国人住

民）
0 0 － 0 0 －

女
(外国人住

民）
3 0.1 － 3 0.1 0.0

女
(外国人住

民）
3 0.1 － 3 0.1 0.0

実　数 構成比 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率 実　数 構成比 増減率

人 ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％ 人 ％ ％

2,868 － 2,687 － -6.3 2,372 － -11.7 2,128 － -10.3 2,065 － -3.0

1,378 48 1,273 47.4 -7.6 1,139 48 -10.5 1,031 48.4 -9.5 1,000 48.4 -3.0

1,490 52 1,414 52.6 -5.1 1,233 52 -12.8 1,097 51.6 -11.0 1,065 51.6 -2.9

男
(外国人住

民）
0 0 － 0 0 －

女
(外国人住

民）
4 0.2 － 3 0.1 -25.0

男
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

女
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

参
　
考

参
　
考

参
　
考

旧
泉
村

区　分
ᖹ成12ᖺ㸱月31日 ᖹ成17ᖺ㸱月31日 ᖹ成22ᖺ㸱月31日

総　数
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

ᖹ成26ᖺ㸱月31日 ᖹ成27ᖺ㸱月31日

総　数
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

総　数
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

男
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

男
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

ᖹ成27ᖺ㸱月31日
区　分

ᖹ成12ᖺ㸱月31日 ᖹ成17ᖺ㸱月31日 ᖹ成22ᖺ㸱月31日

女
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

ᖹ成26ᖺ㸱月31日 ᖹ成27ᖺ㸱月31日

ᖹ成12ᖺ㸱月31日 ᖹ成17ᖺ㸱月31日 ᖹ成22ᖺ㸱月31日 ᖹ成26ᖺ㸱月31日

女
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

旧
坂
本
村

ᖹ成22ᖺ㸱月31日 ᖹ成26ᖺ㸱月31日 ᖹ成27ᖺ㸱月31日

総　数
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

総　数
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

男
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

男
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

ᖹ成26ᖺ㸱月31日 ᖹ成27ᖺ㸱月31日

一
部
過
疎
地
域

区　分
ᖹ成12ᖺ㸱月31日 ᖹ成17ᖺ㸱月31日

女
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

参
　
考
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八
代
市
全
体

区　分
ᖹ成12ᖺ㸱月31日 ᖹ成17ᖺ㸱月31日 ᖹ成22ᖺ㸱月31日

女
(H26ᖺ以降は外
国人住民除く)

参
　
考

旧
東
陽
村

区　分



表１－１㸦３㸧　産業別人口の動向㸦国勢調査㸧

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

67,778 66,606 -1.7 70,227 5.4 68,683 -2.2 72,252 5.2 70,985 -1.8 70,569 -0.6 70,523 -0.1 67,649 -4.1 65,043 -3.9 59,261 -8.9

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

42.9 36.8 － 32.4 － 25.8 － 23.1 － 23.8 － 20.9 － 18.3 － 15.1 － 14.5 － 14.2 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

20.0 22.6 － 23.4 － 25.9 － 26.4 － 25.0 － 26.7 － 26.7 － 27.0 － 24.7 － 23.0 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

37.2 40.6 － 44.0 － 47.7 － 50.4 － 51.1 － 52.4 － 54.9 － 57.6 － 60.2 － 62.7 －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

12,418 9,957 -19.8 9,137 -8.2 8,126 -11.1 8,017 -1.3 7,613 -5 6,467 -15.1 5,751 -11.1 5,047 -12.2 4,498 -10.9 3,756 -25.6

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

58.4 55.0 － 52.2 － 41.5 － 35.1 － 30.7 － 27.2 － 23.4 － 18.7 － 20.7 － 21.7 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

18.3 18.9 － 20.9 － 27.1 － 31.8 － 37.3 － 36.2 － 36.8 － 38.1 － 29.1 － 27.3 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

23.2 26.1 － 26.8 － 31.3 － 33.0 － 31.9 － 36.6 － 39.7 － 43.2 － 50.1 － 51.0 －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

6,819 5,442 -20.2 4,975 -8.6 4,329 -13 4,226 -2.4 4,094 -3.1 3,176 -22.4 2,818 -11.3 2,330 -17.3 2,007 -13.9 1,619 -19.3

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

46.2 42.0 － 40.8 － 29.2 － 23.7 － 21.6 － 18.2 － 14.7 － 10.1 － 12.2 － 11.2 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

24.4 25.1 － 27.9 － 33.6 － 36.6 － 44.3 － 40.7 － 42.6 － 43.8 － 31.0 － 30.4 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

29.4 32.9 － 31.2 － 37.3 － 39.7 － 34.1 － 41.1 － 42.7 － 46.1 － 56.8 － 58.4 －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

2,509 1,994 -20.5 1,900 -4.7 1,758 -7.5 1,785 1.5 1,687 -5.5 1,624 -3.7 1,507 -7.2 1,436 -4.7 1,383 -3.7 1,216 -12.1

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

78.8 74.6 － 67.2 － 59.0 － 52.8 － 47.6 － 44.6 － 39.8 － 35.4 － 34.6 － 36.4 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

8.6 8.6 － 11.2 － 16.6 － 22.7 － 26.9 － 27.4 － 28.3 － 28.0 － 24.8 － 20.8 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

12.6 16.8 － 21.6 － 24.4 － 24.5 － 25.5 － 28.0 － 31.9 － 36.6 － 40.5 － 42.7 －

昭和35ᖺ

実　数 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率 実　数 増減率

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

3,090 2,521 -18.4 2,262 -10.3 2,039 -9.9 2,006 -1.6 1,832 -8.7 1,667 -9 1,426 -14.5 1,281 -10.2 1,108 -13.5 921 -16.9

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

69.0 67.6 － 64.5 － 52.4 － 43.5 － 35.6 － 27.6 － 23.2 － 15.8 － 18.8 － 20.5 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

12.7 13.5 － 13.7 － 22.6 － 29.9 － 31.3 － 36.1 － 34.4 － 39.0 － 31.1 － 30.6 －

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

18.3 18.9 － 21.8 － 25.0 － 26.6 － 33.1 － 36.3 － 42.4 － 45.2 － 50.0 － 48.9 －

八
代
市
全
体

区　　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　　数

第一次産業
就業人口比率

第次産業
就業人口比率

第୕次産業
就業人口比率

昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

一
部
過
疎
地
域

区　　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　　数

第一次産業
就業人口比率

第次産業
就業人口比率

第୕次産業
就業人口比率

昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

旧
坂
本
村

区　　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　　数

第一次産業
就業人口比率

第次産業
就業人口比率

第୕次産業
就業人口比率

昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

ᖹ成22ᖺ

旧
東
陽
村

区　　分
昭和40ᖺ 昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　　数

第一次産業
就業人口比率

第次産業
就業人口比率

第୕次産業
就業人口比率

昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ

第୕次産業
就業人口比率

昭和45ᖺ 昭和50ᖺ 昭和55ᖺ

総　　数

第一次産業
就業人口比率

第次産業
就業人口比率
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昭和60ᖺ ᖹ成㸰ᖺ ᖹ成７ᖺ ᖹ成12ᖺ ᖹ成17ᖺ ᖹ成22ᖺ

旧
泉
村

区　　分
昭和40ᖺ



 

 

- 6 -

㸱 市町村行財政の状況 

㸦㸯㸧行政状況 

激しく変貌すࡿ社会経済情勢やఫ民生活࠾けࡿ価値観ࡢ多様化࡞伴ࠊ࡚ࡗ行政

ᑐすࡿఫ民ࡢニ࣮ࡣࢬ複雑多岐ࠊࡾ࡞行政需要ࡶ増大し࡚いࡲすࠋ 

今後ࠊ地方分権改革や人口減少࣭少子高齢化ࡀ進展すࠊ࡞ࡿ行政改革ࡢ推進や地域ࡢ

自立ࡣ必須࡛あࠊࡾ魅力あ࡙ࡕࡲࡿくࢆࡾ目指しࠊ長期的࣭総合的࣭計⏬的実施し࡚い

 ࠋࢇせࡲࡾ࡞ࡤࢀけ࡞

特ࠊこࡢ࡛ࡲࢀ市⏫ᮧ合併ࡢ流ࢀや近ᖺࡢ地方創生ྲྀࡢ組ࡢࡳ中࡛ࠊࡣ進行すࡿ人口

減少や少子高齢化ࡓࡲࠊ多様化すࡿఫ民ニ࣮ࢬへᑐ応しࡓ政策等ࡢ展開ࡀ益々必要ࠊࡾ࡞

各地域存在すࡿ公的資源ࡾࡼࡶࡣ地域ࡢ民間資源ࠊ地域ࡢ人ᮦࢆ最大限活用しࠊ事業

広域的ࡶ提供ࡢࢫ行政サ࣮ビࡿࡼ共生ࠊ協働ࠊ促進しࢆ移管や整理統合ࠊ委託ࡢ

 ࠋすࡲࡾあࡀ必要ࡿࡵດ事業展開ࡓࡗࡓ観点࡞

㸦㸰㸧財政状況 

地域経済ࡀ依然し࡚ప迷しࠊ企業業績ࡢ不振や個人所得ࡢ減少ࡾࡼ税収ࡀ落ࡕ込ࡴ

中ࠊ高齢化率 歯上昇ࡢ扶ຓ費ࠊけཷࢆ影響ࡢ少子高齢化ࡿ進行すࠊࡣ本市ࡿ超えࢆ28%

止ࡀࡵ利࡞い状況あࡲࡾすࠋ 

削減段階的ࡽᖹ成２８ᖺ度ࡀ算定替えࡢ伴う普通交付税市⏫ᮧ合併ࡢ前述ࠊࡓࡲ

さࡿࢀこࠊࡾࡼ一般財源ࡢ減少そࡿࡼࢀ経常収支比率ࡢ上昇ࡀ見込ࠊࢀࡲ財政構

造上ࡢ弾力性ࢆ失い硬直化ࡀさࡽ進ࡴこࡀ懸念さ࡚ࢀいࡲすࠋ 

こࡼࡢう࡞こࠊࡽ自主財源ࡢ確保ࢆ図ࡿ同時ࠊ安定しࡓ市民サ࣮ビࡢࢫ提供ࢆ

維持すࡵࡓࡿ事業ࡢ必要性ࠊ緊急性ࠊ優先度ࢆ考慮しࠊ効率的࣭効果的࡞財政運営ࢆ行

 ࠋすࡲࡁい࡚ࡗ

㸦㸱㸧生活環境の整備状況 

ఫ民ࡢ生活圏ࡀ拡大ࢆ続け࡚いࡿ一方࡛ࠊ少子高齢化ࠊ文化的生活ࡢ確保ࠊ価値観ࡢ多

様化ࢆ࡞考慮すࡾࡼࠊࡿ広域的地域密着しࡓ生活基盤ࡢ充実ࡀ一層求࡚ࢀࡽࡵい

 ࠋすࡲ

市ࡢᖹ坦地域一部過疎地域࠾けࡿ人口や産業ࡢ集積ࠊ生活環境ࡢ整備状況ࢆ࡞比

較すࠊࡿ一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ市道整備ࢆ中心道路環境ࡢ整備࡞重点的行ࡗ

医療施設ࠊ情報通信施設ࠊ生活排水処理施設ࠊ上水道ࡓࡲࠋ不十分࡛すࡔ未ࡀࡓしࡲࡁ࡚

一部過疎地域ࠊࡓࡲࠋ状況࡛すࡿい࡚ࢀ残さࡀ格差࡞ࡁ依然大ࡶ基本的部分࡛ࡢ生活࡞

内࠾い࡚ࡶ山間部や傾斜部置すࡿ集落ࠊ࡞地理的࡞条件ࡾࡼ施設ࡢ整備状況

 ࠋすࡲࢀࡽࡳࡀし࡚差異依然ࡣ

今後ࡶ一部過疎地域࠾い࡚ࡣ様々࡞地域個性ࢆ活しࡘࡘ生活基盤ࡢ整備ࢆ行う共

いく࡚ࡗ図ࢆ発展ࡿ均衡あࡢ市全域ࠊࡵດ整備ࡢఫ環境ࡾࡼ網羅ࡢࢫࢭ交通アクࠊ

必要ࡀあࡲࡾすࠊࡓࡲࠋ公共施設ࡢ老朽化や人口減少等ࡿࡼ公共施設ࡢ利用需要ࡢ変化

即し時代ࠊ行い計⏬的ࢆ࡞更新࣭統廃合࣭長ᑑ命化ࡢ公共施設ࠊࡵࡓࡿࢀࡲ見込ࡀ

 ࠋすࡲࡾあࡀいく必要࡚ࡗ行ࢆࡾく࡙ࡕࡲࡓ



表㸯－㸰㸦㸯㸧　市町村財政の状況 㸦単位：千円㸧

■旧坂本村 ■旧東陽村 ■旧泉村 ■ඵ代市全体

区ࠉࠉࠉ分 ᖹ成12ᖺ度 ᖹ成16ᖺ度 ᖹ成12ᖺ度 ᖹ成16ᖺ度 ᖹ成12ᖺ度 ᖹ成16ᖺ度 ᖹ成17ᖺ度 ᖹ成22ᖺ度 ᖹ成25ᖺ度

歳ࠉ入ࠉ総ࠉ額ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ㸿 3,897,906 5,613,329 1,935,864 2,694,292 3,739,282 4,522,902 59,457,723 55,507,349 59,280,551

୍般㈈源 2,743,129 2,082,430 1,529,436 1,229,775 2,479,722 1,960,954 28,777,541 31,986,943 32,317,131

国庫支出金 158,265 306,587 75,783 164,817 191,611 170,137 6,036,564 8,653,448 8,971,984

県支出金 499,748 416,057 175,034 227,264 385,786 428,186 4,232,557 3,921,108 6,633,844

地方債 289,100 938,946 116,400 667,300 519,700 1,418,000 7,075,954 5,217,200 5,261,100

うち過疎債 176,900 614,746 97,500 522,600 247,700 1,029,600 767,154 383,900 234,900

そࡢ他 207,664 1,869,309 39,211 405,136 162,463 545,625 13,335,107 5,728,650 6,096,492

歳ࠉ出ࠉ総ࠉ額ࠉࠉࠉࠉࠉࠉ㹀 3,811,784 5,308,385 2,133,806 2,575,100 3,685,644 4,461,285 57,042,993 53,708,289 57,409,680

義務的経費 1,434,088 1,382,799 877,108 913,578 1,444,498 1,477,669 25,608,632 26,889,898 27,836,048

投資的経費 1,040,952 2,439,009 291,885 822,262 1,244,232 1,818,310 11,568,574 8,399,005 10,216,523

うち普通建設事業 906,281 2,333,452 264,658 802,673 1,148,087 1,654,723 11,196,813 8,276,232 10,066,437

そࡢ他 1,336,744 1,486,577 964,813 839,260 996,914 1,165,306 19,865,787 18,419,386 19,357,109

過疎対策事業費 1,225,945 919,380 177,306 954,298 758,325 822,250 1,198,614 770,761 420,902

歳入歳出差引額ࠉࠉ㹁㸦㸿－㹀㸧 86,122 304,944 -197,942 119,192 53,638 61,617 2,414,730 1,799,060 1,870,871

翌ᖺ度繰越すき㈈源ࠉࠉ㹂 30,142 209,908 2,404 26,704 148 3,236 241,204 501,191 167,346

実質収支ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ㹁－㹂 55,980 95,036 -200,346 92,488 53,490 58,381 2,173,526 1,297,869 1,703,525

㈈政力指数 0.182 0.226 0.113 0.130 0.120 0.132 0.480 0.490 0.470

බ債費㈇担比率㸦％㸧 14.7 12.5 17.6 18.9 29.0 30.4 14.8 17.4 17.5

実質බ債費比率㸦％㸧 - 4.0 - 9.9 15.6 - 16.0 14.4

起債制限比率㸦％㸧 6.6 - 8.3 - 14.2 - 10.4 - -

経常収支比率㸦％㸧 73.5 87.0 86.1 95.3 83.8 98.5 96.5 85.6 89.5

将来㈇担比率㸦％㸧 - - - - - - 115.1 81.2

地方債現在高 2,793,650 4,113,751 2,222,302 3,241,723 5,270,020 5,632,073 65,332,146 64,870,616 61,540,760

※ᖹ成17ᖺ8月1日にࠊ旧ඵ代市ࠊ旧坂本村ࠊ旧千町ࠊ旧鏡村ࠊ旧東陽村ࠊ旧泉村6ࡢ市町村࡛合併し࡚おりࠊᖹ成17ᖺ度以降ࠊࡣ新市全体ࡢ値を記載ࠋ

-
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表１－㸰㸦㸰㸧　主要බ共施設等の整備状況

改良率㸦％㸧

舗装率㸦％㸧

改良率㸦％㸧

舗装率㸦％㸧

昭和45ᖺ度ᮎ 昭和55ᖺ度ᮎ ᖹ成㸰ᖺ度ᮎ ᖹ成1「ᖺ度ᮎ ᖹ成「「ᖺ度ᮎ ᖹ成「5ᖺ度ᮎ 昭和45ᖺ度ᮎ 昭和55ᖺ度ᮎ ᖹ成㸰ᖺ度ᮎ ᖹ成1「ᖺ度ᮎ ᖹ成「「ᖺ度ᮎ ᖹ成「5ᖺ度ᮎ 昭和45ᖺ度ᮎ 昭和55ᖺ度ᮎ ᖹ成㸰ᖺ度ᮎ ᖹ成1「ᖺ度ᮎ ᖹ成「「ᖺ度ᮎ ᖹ成「5ᖺ度ᮎ

改良率㸦％㸧 11.1 13.2 33.3 45.5 49.1 49.6 1.9 25.1 47.2 50.6 52.4 53.4 0.0 4.0 14.8 23.6 25.9 27.6

舗装率㸦％㸧 6.4 53.8 95.1 97.2 95.6 95.4 8.8 44.5 78.7 84.4 83.6 85.6 0.2 15.1 47.7 54.8 55.1 56.9

0.0 0.0 22.6 29.9 23.4 23.5 13.4 39.3 41.6 51.2 52.6 52.6 73.1 34.4 41.4 49.5 23.4 23.5

25.5 15.4 23.2 29.2 10.9 10.7 16.1 13.1 16.2 16.5 16.7 13.8 13.3 75.0 121.1 167.3 78.0 55.9

63.6 64.2 67.0 73.1 77.4 78.4 30.9 66.1 91.9 88.0 92.5 94.0 76.8 97.4 88.8 81.3 79.2 82.9

0.0 10.6 18.9 53.3 100.0 96.4 0.0 7.3 11.4 59.8 48.9 51.1 0.0 12.7 28.7 61.3 72.8 73.8

* 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 * 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 * 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

40.5

77.8

71.1

45.5

68.2

0.0

72.1

46.0

18.3

83.8

68.9

0.0

24.6 36.6 37.8

39.9

80.8

17.7

38.7

33.4

17.2

50.5

ᖹ成「0ᖺ度ᮎ

20.1

81.9

19.5

0.0

63.6

33.6

70.1

42.1

52.0

78.8

56.9

0.0

23.0

  *当該ᖺ度おけࡿ調査項目࡞し

■一部過疎地域㸦旧３村合算㸧

区ࠉࠉࠉࠉ分

74.8

0.7

昭和45ᖺ度ᮎ 昭和55ᖺ度ᮎ

49.1

0.7

77.7

0.7

ᖹ成「0ᖺ度ᮎ

ᖹ成「「ᖺ度ᮎ

49.0

86.6

18.3

18.9

50.4

市⏫
村道

12.2 24.0

15.7

ᖹ成「ᖺ度ᮎ

45.3

ᖹ成1「ᖺ度ᮎ

-
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 -

■八代市

区ࠉࠉࠉࠉ分 昭和45ᖺ度ᮎ 昭和55ᖺ度ᮎ

51.6

林野㸯ha当たࡾ林道延長 。ｍ) 15.7

耕地㸯ha当たࡾ農道延長 。ｍ) 46.9 24.1

24.5

水道普及率㸦％㸧 44.5 43.1

人口千人当たࡾ病院ࠊ診療ᡤࡢ病床数 㸦床㸧 * 0.4

水洗化率  㸦％㸧 0.0

水洗化率  㸦％㸧 0.0 10.4

林野㸯ha当たࡾ林道延長 。ｍ)

水道普及率㸦％㸧

水洗化率  㸦％㸧

2.0 8.7

2.1 27.4

水道普及率㸦％㸧 60.4 72.5

林野㸯ha当たࡾ林道延長 。ｍ) 16.8 26.6

耕地㸯ha当たࡾ農道延長 。ｍ) 18.0 22.0

市⏫
村道

人口千人当たࡾ病院ࠊ診療ᡤࡢ病床数 㸦床㸧

■旧坂本村 ■旧東陽村 ■旧泉村
区ࠉࠉࠉࠉ分

市⏫
村道

耕地㸯ha当たࡾ農道延長 。ｍ)

人口千人当たࡾ病院ࠊ診療ᡤࡢ病床数 㸦床㸧 * 0.0

表㸯－㸰㸦㸰㸧主要公共施設等
⏬ᮏ計ࠊࡣい࡚ࡘ整備状況ࡢ
公共施ࠕࠊ基࡙き作成要領ࡢ
設状況調㸦総務省自治財政局財
務調査課㸧ࡢ記載要領基࡙い
࡚算出ࠋ

い࡚ࡘ算出ࡢ水洗化率ࠖࠕ※
一部一般廃棄物処理事業実態ࡣ
調査㸦環境省大臣官ᡣ廃棄物・
ࣜサイクࣝ対策部廃棄物対策
課㸧ࡢ記載要領基࡙き算出ࠋ

※基準日ࡣそࡢᖺ度ࡢ㸱月㸱㸯
日現在ࠋ

※農道延長及び林道延長ࡣ当該
市⏫村管理分ࠊ管理外全࡚含
むࠋ農道及び林道を市⏫村道と
し࡚認定し࡚いࡿもࡘࡢい࡚
ࠋい࡞含まࡣ

49.2

ᖹ成「5ᖺ度ᮎ

86.1

18.3

46.1

85.2

18.1

46.4

48.1

76.4

0.7

ᖹ成「ᖺ度ᮎ ᖹ成1「ᖺ度ᮎ
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㸲 地域の自立促進の基本方針 

 

ᖹ成ࠊࡣ⏬計ࡢࡇ 「4 ᖺ策定ࠕࡓࢀࡉඵ代市総合計⏬後期基本計⏬ࠖࠊᖹ成 「「 ᖺ度

策ࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ整合ࡢ⏬㛵ಀ各計ࡧඵ代市過疎地域自立ಁ進計⏬ࠖ及ࠕࡓࢀࡉ策定

定ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡿࡍ 

ᖹ成 「6 ᖺࠊࡣ人口ࡢ減少歯Ṇࠊࡶࡿࡅࢆࡵ都市部へࡢ人口ࡢ過度ࡢ㞟中

日本社ࡿ活力あ࡚ࡗࡓわ将来ࠊ࡚ࡋ確保ࢆい環境ࡼࡳ地域࡛ఫࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡋ是ṇࢆ

会ࢆ維持࡚ࡋいࡲࠊࡵࡓࡃち࣭ࡈࡋ࣭ࡦ創生法ࡀ施行ࠊࢀࡉ本市࠾い࡚ࡶඵ代

市人口ビࢪョン及ࡧඵ代市総合戦略ࢆ策定ࠊࡓࡲࠋࡍ࡛ࢁࡇࡓࡋᖹ成 「7 ᖺ㛶議決定

創生基本方針ࡈࡋ࣭ࡦち࣭ࡲࡓࢀࡉ 「015 ࠊい࡚࠾㞟落生活圏ࡿࡅ࠾地域ࠊࡣ࡛

必要࡞生活サ࣮ビࡢࢫ提供やࠊ収入ࢆ得ࡢࡵࡓࡿ事業ࠊࡀ将来わࡼࡿࡁ࡛⥆⥅࡚ࡗࡓ

うࠊࡵࡓࡿࡍ㞟落生活圏ࢆ維持࡚ࡋいࡢࡇࡃ㔜要性ࡀ指摘࡚ࢀࡉいࠋࡍ࡛ࢁࡇࡿ    

近隣市⏫村ࡢ連携ࡘい࡚ࠊࡶ現在ࠊ定ఫ自立圏ࡢ形成取ࡾ組࡛ࢇい࡛ࢁࡇࡿ

 ࠋࡍ

一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ昭和 45 ᖺ施行ࡓࢀࡉ過疎地域対策緊急措置法始ࠊࡾࡲ

以降㸱次わ࡚ࡗࡓ施行ࡓࢀࡉ過疎法基࡙ࡁ作成ࡓࢀࡉ計⏬やࠊᖹ成 1「 ᖺ度ࡢࡽ過

疎地域自立ಁ進計⏬㸦前期計⏬࣭後期計⏬㸧及ࡧᖹ成 「「 ᖺ度ࡢࡽ過疎地域自立ಁ進計

過疎化社会ࠊ高齢化ࠊ࡞生活環境整備ࠊ整備ࡢ交通通信網ࠊ産業振興ࠊ࡚ࡗࡼ⏬

適応ࡋ地域ࡢ特性ࢆ活ࡓࡋ取組ࢆࡳ行いࠊ生活ࡿࡅ࠾基礎的࡞条件整備ࢆ行ࡁ࡚ࡗ

ࡋ起因人口減少ࡿࡼ少子高齢化ࠊࡾ࠾࡚ࡋ進行࡚ࡋ依然ࡣ過疎化ࡋࡋࠋࡓࡋࡲ

࡚ࡗ࡞ࡢࡶ࡞一層深刻ࡣ࡞పୗࡢ地域活力ࠊప迷ࡢ経済活動ࠊ衰退ࡢ地場産業ࠊ࡚

いࠋࡍࡲ 

魅力ࡓちࡳ活力ࡂࡽࡍやࠕࡿࡆ掲ࡀい࡚ඵ代市࠾⏬ඵ代市総合計ࠊࡣࡽࢀࡇ

ࡍࡽ暮ࡁいࡁいࡀࡶ誰ࠕ－基本目標ࡍ示ࡶࡢ理念ࡢ͇ࠖࢁࡋࡘ元気都市͆やࡃやࡀ

わいࡂࡉ豊ࠕちࠖࡲࡿせࡽ暮安全࡛快適ࠕちࠖࡲࡴ育ࢆ人ࡃ拓ࢆ郷土ࠕちࠖࡲ

ࡾ取積極的ࡀඵ代市全体ࠊࡶⅭࡢ実現ࡢちࠖࡲࡿࡍ調和ࡀ自然人ࠕちࠖࡲࡿあࡢ

組ࡴ課題࡛ࡶあࠋࡍࡲࡾ 

特ࠊࢆ事項ࡢ次ࠊࡁ置念頭ࢆ基本目標ࡍい࡚示࠾⏬ඵ代市総合計ࠊࡽࡇࡢࡇ

近隣市⏫村ࠊ県ࠊࡅ置࡙࡚ࡋ方針࡞㔜要ࡵࡓࡍಁࢆ自立ಁ進ࡢ一部過疎地域

 ࠋࡍࡲࡳ組ࡾ取施策ࡓࡅ向実現ࡢࡑࡽࡀ࡞保ちࢆ連携ࡢ

 

㸦㸯㸧農林水産業の振興  

自然林ࡿࡍࡵࡌࡣࢆ森林ࡢ保全࣭整備努ࠊࡵ豊࡞㔛山文化ࢆ⥅承ࡶࡿࡍ

自然環境ࡢ保全ࡶ取ࡾ組ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡳ各地域ࡢ自然ࡽ生ࡳ出ࡿࢀࡉ農林水産物ࢆ

中心ࠕࡓࡋ食ࠖ㛵連ࡿࡍ幅広い取組ࡢࡳ展開ࠊࡾࡼ農林水産業ࡢ活性化ࢆ推進ࡋ

 ࠋࡍࡲ

安心࡛安全࡞農林水産物ࠊ豊࡞農林水産資源ࢆ活ࠊࡋ安定ࡓࡋ農林漁業経営ࢆ

推進ࠊࡵࡓࡿࡍ地場産品ࢆ活用ࡓࡋ付加価値ࡢ高い商品開発や㸴次産業化ࢆ図ࡶࡿ

生産流通ࡧ生産基盤強化及ࡢ農林水産業ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡋ推進ࢆ販路ᣑ大地産地消ࠊ

体制ࡢ整備࣭ᣑ大ࢆ行うࠊࡶ担い手ࡢ確保࣭育成ࢆ行いࠋࡍࡲ 
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多面的機能維持増進ࡢ森林ࠊࡋ推進ࢆ体験交流型観光ࡓࡋ活ࢆ農林水産業ࠊࡽࡉ

発揮持⥆的ࢆ多面的機能ࠊ行いࢆ林業支援ࡢࡵࡓࡢ森林整備や森林資源活用ࡢࡵࡓࡢ

 ࠋࡍࡲࡋ推進ࢆࡾࡃ森林࡙࡞計⏬的ࡓࡗ合う目的ࡼࡿࡁ࡛

 㸦㸰㸧雇用創出の推進 

地場産業ࡢ振興等ࡿࡼ㞠用ᣑ大ࢆ図ࡾＵ࣭㹈࣭㹇タ࣮ン希望者へࡢ就業機会ࡢ確保

農林水産物࡞豊富ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ進ࢆ創出ࡢ㞠用ࡾࡼ提供ࡢ幅広い㞠用機会ࠊほࡢ

ࡢ食品㛵連産業等࡞うࡼࡿࡍ展開࡚ࡋ連携ࢆ生産࣭流通࣭販売࡞効率的ࠊࡵࡓࡍ活ࢆ

㞟積ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

㸦㸱㸧交流の拡大と文化の保存・伝承 

自然資源や既存ࡢイベント࣭祭ࢆࡾ活用ࠊࡋ近隣市⏫村࣭各種㛵ಀ団体等ࡢ連携ࢆ

図ࠊࡽࡀ࡞ࡾ体験型࣭交流型観光ࢆ推進ࠊࡶࡿࡍඵ代ࡢ魅力発信ࡿࡼ誘ᐈᐉ伝

活動ࢆ進ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ本市へࡢ移ఫࢆ推進ࡢࡵࡓࡿࡍＰＲ活動࡞都市地域ࡢ交

流࣭移ఫಁ進取ࡾ組ࠊࡶࡴ各地域残ࡓࢀࡉ文化ࡢ保存࣭伝承ࡶ取ࡾ組ࡲࡳ

 ࠋࡍ

 㸦㸲㸧交通通信体系の整備と情報化 

安全࡛円滑࡞交通体系ࡢ充実やබ共交通機㛵ࡢ᭷効活用ࡿࡼ利便性ࡢ向ୖࢆ図ࡿ

幹線ネットワ࣮ࡢࡵࡓࡢ地域間連携ࠊࡋ推進ࢆࢫンࢼ整備࣭メンテࡢ地域交通網ࠊࡵࡓ

クࡢ機能強化ࢆ図ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ情報通信網ࡢ整備及ࡧ高㏿化ࢆ進ࠋࡍࡲࡵ 

࡞࣮ࢩや乗合タクࢫ路線バࠊࡋ推進ࢆ整備ࡢබ共交通網ࡓࡌ応実情ࡢ地域ࠊࡓࡲ

ࡅ向利用ಁ進ࠊࡶࡿࡵ努向ୖࡢ利便性ࠊ確保ࡢ移動手段ࡿࡅ࠾日常生活ࡢ

 ࠋࡍࡲ行いࢆࡳ取組ࡓ

㸦㸳㸧住民主体によࡿまちづくࡾ活動の推進 

各地域ࡢ独自性ࢆ活ࠊࡘࡘࡋ地域ࡢ連携ࡾࡼఫ民主体ࠊఫ民参加ࡿࡼ活発ࡲ࡞

ち࡙ࢆࡾࡃ推進ࠋࡍࡲࡋ各地域ࡢఫ民ࢬ࣮ࢽや諸課題適ษ対応ࠊࡵࡓࡿࡍ地域協議

会等ࡀ主体的行う地域࡙ࡾࡃ活動ࡢ支援や活動ᣐⅬࡢ整備ࢆ行いࠋࡍࡲ 

㸦㸴㸧生活基盤・水準の確保 

身近࡞自然資源やබ園ࢆ活ࡓࡋ快適環境ࡢ創造健康࡛人優ࡋい地域࡙ࢆࡾࡃ推

進ୖࠊࡶࡿࡍ水道ࠊ生活排水処理施設等ࡢ環境整備や医療ࠊ福祉ࠊ教育サ࣮ビࢫ

等ࡢ維持࣭確保ࢆ図ࠊࡾ快適࡛安心࡞暮ࢆࡋࡽ支えࡿ取組ࢆࡳ進ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ適ษ࡞

土地利用ࡢ推進ࡿࡼ暮ࡋࡽやࡍい地域࡙ࡾࡃ努ࠊࡶࡿࡵ安全࣭安心࣭便利࡞

道࡙ࢆࡾࡃ進ࠊࡵ災害強いࡲち࡙ࠋࡍࡲࡆ࡞ࡘࡾࡃ 

㸦㸵㸧行財政改革の推進 

ᖹ成 「7 ᖺ 6 ᭶ 」0 日国࠾い࡚示ࠕࡓࢀࡉ経済財政運営改革ࡢ基本方針㸰㸮㸯㸳ࠖ

等ࢆ踏ࡲえ策定ࠕࡓࢀࡉ地方行政サ࣮ビࢫ改革ࡢ推進㛵ࡿࡍ留意事項 ࠊ࡚ࡋ参考ࠖࢆ

業務ࡢ標準化࣭効率化努ࠊࡶࡿࡵ民間委託等ࡢ積極的࡞活用等ࡿࡼ更ࡿ࡞業

務改革ࢆ推進ࠊࡋ人的資源ࡢ必要࡞ศ㔝へࡢ㞟中ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

 

㸳 計画期間 

計⏬期間ࠊࡣᖹ成 「里 ᖺ 4 ᭶㸯日ࡽᖹ成 」」 ᖺ 」 ᭶ 」1 日ࡢ࡛ࡲ 5 箇ᖺ間ࠋࡍࡲࡋ 
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第２ 産業ࡢ振興 

㸯 農 業 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域ࡢ大部分ࢆ占ࡿࡵ山間地࠾い࡚࠾ࠊࡣ茶࣭果樹࣭生姜等ࡀ᱂ᇵさࢀ

࡚いࠊࡀࡍࡲ耕地面積ࡣ狭ࡃ分散ࡾ࠾࡚ࡋ経営規模ࡶ零細࡛労働生産性ࡀపい状態

あࠋࡍࡲࡾ 

多面的機能ࡢ農地ࡿࡼ増加等ࡢ減少や耕作放棄地ࡢ担い手ࠊࡽ現状࡞うࡼࡢࡇ

పୗࢆ危惧ࠊࡋ当該地域࡛ࡣ旧過疎法ࡼ࠾び過疎地域自立ಁ進特別措置法ࢆ活用ࡓࡋ

事業ࢆ展開ࠊࡓࡲࠋࡓࡋࡲࡁ࡚ࡋ中山間地域等直接支払制度等ࢆ利用ࠊࡋ農業生産ࡢ

維持ࢆ通ࠊ࡚ࡌ耕作放棄地ࡢ発生歯Ṇࠊࡅࢆࡵ多面的機能ࡢ確保努ࡋࡲࡁ࡚ࡵ

困ࡀ維持ࡢ農業生産ࡣ࡛ࡲࡲࡢ現状ࠊࡃࡋ著ࡀ高齢ࡢ担い手ࡣ中山間地域࡛ࠊࡀࡓ

難ྍࡿࡃ࡚ࡗ࡞能性ࡀあࠋࡍࡲࡾ  

ࢆ有効利用ࠊࡣい࡚ࡘ利用ࡢ農用地ࡿࡅ࠾一部過疎地域ࠊࡽࡇ࡞うࡼࡢࡇ

図ࡿ目的ࡶࡽ特優良農地ࡢ保全ࢆ図ࡿ必要ࡀあࡶ࡛ࡲࢀࡇࠋࡍࡲࡾ当該地域࡛ࠊࡣ

旧過疎法等ࢆ活用ࠊࡋ農道整備や排水施設ࡢ整備࡞農業生産ᇶ盤ࡢ整備ࡀ進ࢀࡽࡵ

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿࡍ進ಁࢆ整備更ࠊࡃ࡞ࡣ完全࡛ࡔࡲࠊࡀࡓࡋࡲ

㸦㸰㸧 その対策 

農産物ࢆ供給ࡿࡍ農業生産活動ࠊࡇࡢࢇࢁࡕࡶࡣそࢀ以外ࡢ多面的機能࡛あࡿ国

土ࡢ保全࣭水資源ࢇࡢ養࣭自然環境ࡢ保全࣭良好࡞景観形ᡂࡀ࡞㔜要࡛あࡇࡿ

ࠋࡍࡲࡵ努うࡼࡿࡍ⥆持ࢆ役割ࡢそࠊࡋ認識ࢆ  

ࡌ応特性ࡢ地域ࠊࡋ確保ࢆ農業資源及び担い手ࡢ他ࡢ農地࣭農業用水࣭そࠊࡓࡲ

 ࠋࡍࡲࡋ推進ࢆ発展ࡢ生産活動ࡢ農業ࠊࡋ確立ࢆい農業構造ࡋࡲ望ࡓ

特地域ࡢ自立ಁ進ࠊࡵࡓࡢ㔜点的ḟࡢ事項ࡾྲྀ組ࠋࡍࡲࡳ  

ࡾࡼᇶ盤整備࡞計画的ࠊࡵࡓࡿ図ࢆ有効利用ࡢそ確保ࡢ農地࡞必要農業生産（

優良農地ࢆ確保ࠊࡘࡘࡋ効率的ࡘᏳ定的࡞農業経営ࢆ営ࡴ担い手へࡢ農地ࡢ利用

㞟積ಁࢆ進ࠋࡍࡲࡋ  

ࡢ地域ࡓࡲࠋࡍࡲࡋ進ಁࢆ向ୖࡢ生産性ࡾࡼࡇࡿ図ࢆ有効利用ࡢ農地等࡞良好（

特性ࢆ活ࠊࡘࡘࡋ農業用用排水施設ࡢ機能ࡢ維持࣭更新࡞農業生産ᇶ盤ࡢ整備

 ࠋࡍࡲࡋ推進効率的ࢆ

ウ）担い手ࡢ確保ࢆ図ࠊࡵࡓࡿ地域ࡢ担い手ࡢ経営改善計画策定向ࡓࡅ啓発活動やࠊ

認定農業者等対ࡿࡍ具体的࡞支援活動ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ  

エ）効率的ࡘᏳ定的࡞農業経営ࢆ担う人ᮦࡢ育ᡂ努ࠊࡵさࡽ地域ఫ民ࠊࡾࡼࡶࡣ

Ｕ࣭㹈࣭㹇࣮ࢱン希望者ࡢࡽ新規就農者対ࡿࡍ農業へࡢ理解関心ࢆ深ࡼࡿࡵう

ࠋࡍࡲࡳ組ࡾྲྀ農業後⥅者対策ࡋ進ಁࢆ整備ࡢ就農条件ࡿ魅力あࠊࡵ努  

ࡀ࡞ࡋ利用ࢆఇ耕地ࠊ耕作放棄地ࠊࡾえ原点ࡢ適地適作ࡓࡋ生ࢆ条件ࡢ地域（࢜

ࠋࡍࡲࡋᣑ大ࢆ生産ࡢ農産物࡚ࡋ㔜視ࢆ品質ࡾࡼ㔞ࠊࡽ  

ࢆ販路ᣑ大地産地消ࡾࡃ農林水産物࡙࡞Ᏻ心Ᏻ全ࠊࡵ努把握ࡢࢬ࣮ࢽ消費者（࢝
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推進ࠊࡶࡿࡍ効率的࡞生産流通体制ࡢ確立ࢆ図ࡶࡲࡃࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ県南

フ࣮ࢻバ࣮ࣞ構想推進向ࡓࡅ活動ࢆ通ࠊ࡚ࡋ地域ࡢ農産物ࢆ活ࡓࡋ付加価値ࡢ

高い加工品࡙ࡾࡃやそࡢ流通࣭販売ࡾྲྀ組６ࡴḟ産業ࢆ支援ࠋࡍࡲࡋ  

資生活ࡿあࡢࡾ健康࡛ゆࠊࡶࡿࡵ深ࢆ関心理解ࡿࡍ対農業及び農ᮧ（࢟

ࢆ交流や移ఫࡢ農ᮧ都市ࡋ実施ࢆ等࣒ࢬ࣮ࣜࢶン࣮ࣜࢢࡢ体験農園等ࠊࡵࡓࡿࡍ

推進ࠋࡍࡲࡋ  

 

㸰 林 業 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

森林ࠊࡣ建築ᮦࡢ࡞生産資源ࡢ࡚ࡋ活用ࠊࡵࡌࡣࢆ国土保全࣭水源ࢇࡢ養࣭

動植物ࡢ生息環境࣭大気ࡢ浄機能ࡢ࡞ᡃ々ࡢ快適࡞環境ࢆ形ᡂࡿࡍ環境資源ࡋ

 ࠋࡍ財産࡛࡞貴㔜ࡶ࡚

近ᖺࡢ林業ࠊࡣ木ᮦ需要ࡢ減少及び価᱁ࡢప迷ࠊ生産ᇶ盤ࡢ未整備ࠊ林業従事者ࡢ

減少や高齢ࡿࡼ࡞労働力不足ࡽఆ採や間ఆࠊ造林等ࡢ生産活動ࡀ停滞࡚ࡋい

ࡲい࡚ࡋᣑ散࣭ᣑ大ࡀ有害鳥獣被害ࠊ࡞食害や剥皮被害ࡿࡼ࢝ࢩࠊࡽさࠋࡍࡲ

ࠋࡍ  

整備や担ࡢ生産ᇶ盤ࡢ林道࣭作業道等ࠊࡵࡓࡿ図ࢆ中࡛林業振興ࡢ状況࡞うࡼࡢࡇ

い手ࡢ育ᡂࠊ࡞各種施策ࢆ積極的推進ࡿࡍ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ  

㸦㸰㸧 その対策 

林道や作業道ࠊ高性能林業機械ࡢᑟ入等ࡢ生産ᇶ盤ࡢ整備ࠊ担い手ࡢ育ᡂや効率的

 ࠋࡍࡲࡵ努整備࡞一体的ࡢ生産࣭加工࣭流通࡞

発揮さ十分ࢆබ益的機能ࡢ࡞養機能や自然環境保全機能ࢇ水源ࡢ森林ࠊࡓࡲ

 ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ森林利用࡞持⥆ྍ能ࠊࡶࡿࡏ

特地域ࡢ自立ಁ進ࠊࡵࡓࡢ㔜点的ḟࡢ事項ࡾྲྀ組ࠋࡍࡲࡳ  

ࡼ整備やྎ風ࡢ林道࣭作業道ࠊࡵࡓࡿࡍ推進ࢆ林業࡞管理や効率的࡞適ṇࡢ森林（

ࡢ効率࣭Ᏻ全性確保ࡢ向ୖ࣭作業ࡢ生産性ࡓࡲࠋࡍࡲࡋ進ಁࢆ復旧ࡢ森林災害ࡿ

ࠊ協業ࠊ強ࡢ流通体系ࠊ推進ࡢ㞟約施業ࠊ整備ࡢ林道網ࡿ生産ᇶ盤࡛あࡵࡓ

機械ࢆ進ࠋࡍࡲࡵ 

ࡿ図ࢆ新規就労ಁ進ࡢ林業へࠊࡶࡿ図ࢆ醸ᡂࡢ技術向ୖや経営意欲ࡢ担い手（

U࣭㹇࣭Jࠊࡵࡓ ࠊࡵ努うࡼࡿえࡽࡶ࡚ࡵ深ࢆ関心理解ࡢ林業へン希望者࣮ࢱ

後⥅者間ࡢ交流ࠊ林業へࡢ担い手育ᡂ確保ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

ウ）木ᮦࡢ生産ࡘい࡚ࠊࡣ森林組ྜ等ཷࡢ委託生産ಁࢆ進ࡋ生産性ࡢ向ୖࢆ図ࠋࡍࡲࡾ

ࡿ図ࢆ理ྜࡢ流通ࠊࡵ進ࢆ製品ࡓࡌ応用途ࠊ高付加価値ࡢ間ఆᮦ等ࡓࡲ

木ࡿࡼ木造等ࡢ建築物ࡓࡗ一般的࡛あࡀ非木造࡛ࡲࢀࡇබ共建築物等ࠊࡶ

ᮦࡢ需要創出ࢆ積極的推進ࠋࡍࡲࡋさࠊࡽ未利用ᮦࡘい࡚ࡶ森林資源ࡢ有効

活用ࢆ図ࠊࡵࡓࡿ木質バ࢜マࢫ利用࡞へྲྀࡢ組ࢆࡳ推進ࠋࡍࡲࡋ 

エ）他産業ࡢ連携ࢆ図ࠊࡽࡀ࡞ࡾ自然ࡢ魅力ࢆ活用ࠊࡋ学習ࡢ場やࣞࣜࢡエ࣮ࣙࢩン

エ࡚ࣜࡋ整備ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ 
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有害ࠊほࡢ被害防Ṇ対策ࠊࡵࡓࡿᏲࢆ森林ࡽ有害鳥獣被害ࡿࡍࡵࡌࡣࢆ࢝ࢩ（࢜

鳥獣捕獲等ࡢ࢝ࢩࡿࡼ個体数管理ࢆ進ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ捕獲ࡓࡋ鳥獣ࡢ有効活用ࢆ

図ࠊࡵࡓࡿ処理加工施設ࡢ計画的࡞整備や精肉࣭加工さࡓࢀ製品ࡢ販路確保࣭ᣑ大

 ࠋࡍࡲࡳ組ࡾྲྀ

 

㸱 水 産 業 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域ࡢ水産業ࠊࡣ球磨ᕝ࣭氷ᕝ流域ࡢ内水面漁業ࡀあࠊࡀࡍࡲࡾ近ᖺ࡛ࡣ

漁場環境ࡢ悪ࡿࡼ水産資源ࡢ減少ࠊࡾࡼ漁業経営ࡣ厳ࡋい状況あࠋࡍࡲࡾ 

ࡢ伴い魚類等変ࡢ河ᕝ環境ࡿࡼ影響等ࡢや生活排水࣒ࢲࡣ当該地域࡛ࠊࡓࡲ

自然遡ୖや自然繁殖ࡀ困難ࠊࡾ࡞水揚ࡆ㔞ࡢ減少等࡛漁業収入࡛ࡳࡢ生計ࢆ営ࡴ人

ࠋࡍい状況࡛࡞少ࡣ  

現在ࠊ当該地域内ࡢ荒瀬ࡘ࣒ࢲい࡚ࠊࡣᖹᡂ 29 ᖺ度中ࡢ撤去工事完了ࢆ目指ࡋ

協力漁業協同組ྜࠊࡘࡘࡋ考慮ࡶ変ࡢ河ᕝ環境等ࡢ撤去後࣒ࢲࠊࡣ今後ࠊࡾ࠾࡚

ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿ図ࢆ増加ࡢ㔞ࡆ水揚ࠊࡋ⥆持ࢆ放流㔞ࡢ稚魚࡞適ṇࡋ  

㸦㸰㸧 その対策 

今後ࡣ漁場ࡢ環境悪へࡢ対応策ࠊ࡚ࡋ漁業者ࡿࡼ漁場ࡢ清掃活動࠾ࢆ࡞

  ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ向ୖࡢ漁獲高ࡋ推進ࢆ活性ࡢ漁場ࠊ行いࢆ保全活動ࡢ漁場環境ࠊ࡚ࡋ

各種ࠊࡶࡿࡵ努環境保全ࡢ内水面ࠊࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ連携ࡢ関ಀ機関ࠊࡓࡲ

組織活動ࢆ支援ࠊࡋ漁業従事者ࡢ確保及び後⥅者ࡢ育ᡂ努ࠋࡍࡲࡵ 

球磨ᕝ࣭氷ᕝࡘい࡚ࠊࡣ各漁業組ྜ連携࣭࡚ࣘࡋヤマ࣓等ࡢ放流努ࠋࡍࡲࡵ

特ヤマ࣓ࡘい࡚ࡣඵ代市ࡀ所有ࡿࡍヤマ࣓中間育ᡂ施設ࢆ活用ࠊࡋ放流㔞ࢆ増加

さࠊࡏ渓流釣ࡾᐈࢆ中心観光ᐈࡢ増加ࢆ目指ࠊࡶࡍ河ᕝࡢ汚濁防Ṇや生息環

境保護努ࠊࡵᏳ定ࡓࡋ漁業ࡼࡿࡁ࡛ࡀうࠋࡍࡲࡋ各支流ࡘい࡚ࠊࡣ地域ࡢ環境

条件等ྜわࡓࡏ稚魚ࢆ放流ࠊࡋ禁漁区等ࡢ地域ࡢ指定ࢆ適ṇ行い淡水魚ࡢ保護育

ᡂ努ࠋࡍࡲࡵ  

 

㸲 商 業 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ兼業ࡓࡋᑠ規模࡞商店ࡀ点在࡚ࡋいࡿ状況࡛あࠊࡾ限

定ᐈࡿࡼ習慣購買࡛消費人ཱྀࡶ限࡚ࢀࡽいࠋࡍࡲ商店数ࡣ郊外へࡢ大型店ࡢ進出ࡢ

影響や消費者ࢬ࣮ࢽࡢ対応࡛ࡎࡁᖺ々減少傾向あࠋࡍࡲࡾ 

㸦㸰㸧 その対策 

急㏿高齢ࡀ進展ࡿࡍ一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ各地域内ࡢ商店ࡢ役割ࢆ見直

ࡽさࠋࡍࡲࡵ努向ୖࡢ購買力増加ࡢ利用者ࠊࡽࡀ࡞ࡋ活ࢆ利点ࡢ地元商店ࠊࡋ

ࡶࡿࡵ努高い商品開発ࡢ魅力的࡛付加価値ࡢ特産品等ࠊࡋ連携産業ࡢ地域

伝統工芸ࠊࡶࡿ図ࢆ販路ᣑ大ࠊࡋ開催ࢆࢺベン各種ࡓࡋ活ࢆ特産品等ࠊ
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品等ࡢ利用ಁ進努ࠊࡵ伝統工芸ࡢ新࡞ࡓ担い手ࡿ࡞後⥅者ࡢ育ᡂࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

 

㸳 工 業 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域࠾い࡚ࡣ㞠用ࡢ場ࡢᣑ充ࢆ目的ࠊ企業誘致ࢆ積極的行ࡲࡁ࡚ࡗ

࡞ࡣ容易࡛ࡀ確保ࡢ工場用地ࠊࡃ࡞少ࡀᖹ坦地ࡽいう地理的条件山間部ࠊࡀࡓࡋ

いࠊࡽࡇ新規進出ࡢ事業所等ࡣほ࡞ࢇい状況あࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ現在建設関

ಀ企業やそࡢ他ࡢ零細企業ࡣあࠊࡢࡢࡶࡿ市中心部へࡢ企業ࡢ進出伴いࠊ地域外へ

 ࠋࡍࡲࡾあ状況ࡿい࡚ࡌ生ࡀ労働力不足ࠊࡋ流出ࡀ人ཱྀࡢ若ᖺ層ࡢ

㸦㸰㸧 その対策 

一部過疎地域ࡢ環境࣭立地条件適応ࡿࡍ企業ࡢ誘致やࠊ農林水産物ࡢ生産ᣐ点࡛

ࡲࠋࡍࡲࡾ図ࢆ㞟積ࡢ食品関連産業等ࡿࡏ活ࢆ潜在的ྍ能性ࡢ一部過疎地域ࡿあࡶ

異業種交ࡢ企業へࡿࡍ既存企業࣭新分㔝へ進出視㔝ࡶ農商工連携やභḟ産業ࠊࡓ

流ࢆ࡞支援ࠊࡋ産業間ࡢ連携ࢆ図ࡾ魅力あࡿ企業࡙ࢆࡾࡃ推進ࠋࡍࡲࡋ  

 

㸴 観光 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣさࡶ温Ἠࢭン࢜ࣞࢡ࣮͆ࢱン͇ࠊࡵࡌࡣࢆ東陽交流

ࠊ緒方家等ྂ民家ࠊ石匠館ࠊඵ竜天文ྎࠊほࡢ温Ἠ施設ࡢ࡞͇ࡂࡽࡏࡏ࣮͆ࢱンࢭ

石橋࣭ྞ橋群ࡢ࡞豊富࡞観光資源ࡀあࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ九ᕞ中央山地国定බ園ࠊ五木࣭

五家荘県立自然බ園等ࡢ豊࡞自然ࢆ擁ࠊࡋ市内外ࡽ多ࡢࡃ観光ᐈࢆ引ࡿࡅࡘࡁ魅

力ࡀあࠋࡍࡲࡾ  

近ᖺࡢ観光ࠕࡣ見ࠖࡿ観光ࠕࠊࡽ体験ࠖやࠕ交流ࠖᇶ軸࠾ࢆいࡓ新࡞ࡓ観光資

源ࡢ開発ࡀ不ྍḞ࡚ࡗ࡞いࠊࡓࡲࠋࡍࡲ人ཱྀ減少や少子高齢ࡀ進展ࡿࡍ中࠾い

ࢫ農林水産業やサ࣮ビࠊࡎࡽ࡞ࡳࡢ宿Ἡ࣭飲食࣭観光施設や交通機関ࡣ観光ࠖࠕࠊ࡚

産業等幅広い分㔝関わࡿ総ྜ産業࡛あࠊࡾ交流や㞠用ࢆ創出ࠕࡿࡍ地方創生ࠖࡢ推

進力࡚ࡋ期待さࠋࡍ࡛ࡢࡶࡿࢀ  

活ࢆ地域資源࡞個性的࡛多様ࠊࡆୖࡁ磨ࢆ魅力ࡢ各地域ࠊ中࡛ࡢ状況࡞うࡼࡢࡇ

࢞観光ࡢࡵࡓࡢ体制ࢀ入ࡅ観光ᐈཷࠊࡶࡿࡍ推進ࢆ観光ࡢ体験型࣭滞在型ࡓࡋ

ࡀ必要ࡿࡍ推進ࢆ充実ࡢࢫࢭࢡ交通ࡢࡵࡓࡢ回㐟ࡢ育ᡂ支援や地域内ࡢ組織ࢻ

あࠋࡍࡲࡾ  

誘ᐈࡢ࡞魅力発信ࡿࡼ展開ࡢプࢵࣙࢩࢼンテやࢺࢵネ࣮ࢱン同時ࠊࡓࡲ

ᐉ伝活動ࢆ推進ࡿࡍ必要ࡶあࠋࡍࡲࡾ  

 

㸦㸰㸧 その対策 

一部過疎地域ࡀ有ࡿࡍ観光資源ࢆ開発࣭保護࣭活用ࠊࡋ市ࢪ࣮࣓ࡢふさわࡋい

魅力あࡿ観光地࡙ࠊࡾࡃ時代対応ࡓࡋ観光地࡙ࢆࡾࡃ推進ࡓࡲࠋࡍࡲࡋ体験型࣭滞
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在型ࡢ観光ࡢ開発ࠊ農ᮧ࣭森林等ࢆ活用ࡓࡋ各種࣒ࢬ࣮ࣜࢶや地域ࡢ特色ࢆ生ࡓࡋ

努組織強ࡢ育ᡂや観光協会等ࡢ等ＰＲ活動や観光ボࣛンテࠊࡾࡃ࡙ࢺベン

交ࡓࡵ含ࡶ一部過疎地域ࠊࡳ組ࡾྲྀ観光振興࡞ࡿࡍ進ಁࢆ誘ᐈࡢࡽ国内外ࠊࡵ

流人ཱྀࡢᣑ大地域経済ࡢ発展ࢆ目指ࠋࡍࡲࡋ 

更交通網及びサンࡢ整備ࠊ広域的観光࣮ࣝࡢࢺ開発ࠊ宿Ἡ施設ཷࠊ࡞入体制

 ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ充実ࡢ㐠営管理体制ࡢ各施設整備ࡢ

や人ྜྷ࣭ࢺ水俣࣭芦観光࣮ࣝࠊࡾࡼࡶࡣＰＲ強ࡢࢺඵ代地域観光࣮ࣝࠊࡓࡲ

球磨観光࣮ࣝࢺへࡢ参入࣭参画ࢆ積極的図ࠋࡍࡲࡾ  



計　⏬

自立促進 事　業　ྡ
施策区分 㸦施設ྡ㸧

㸦㸯㸧基盤整備

農　　　業 農地整備事業 ඵ代市

農地整備事業㸦県営事業負担金㸧 熊本県

林　　　業 森林作業道整備補助㸦開設࣭改良等㸧 ඵ代森林組合

森林整備補助㸦植付࣭間伐࣭下刈等㸧 ඵ代森林組合

単県治山事業 ඵ代市

市有林素材生産業務委託 ඵ代市

森林作業道整備補助㸦開設࣭改良等㸧
熊本県林業බ

社

原木生産促進事業 ඵ代市

ඵ代市木ࡢ駅プ࢙ࣟࢪクト
ඵ代市木ࡢ駅
プ࢙ࣟࢪクト

水　産　業 家荘やࡵࡲ中間育成施設改修 ඵ代市

㸦㸰㸧漁港施設

㸦㸱㸧経営近代化施設

農　　　業

林　　　業

水　産　業

㸦㸲㸧地場産業ࡢ振興

技能修得施設

試験研究施設

生産施設

加工施設

流通販売施設

㸦㸳㸧企業誘致

㸦㸴㸧起業ࡢ促進

㸦㸵㸧商業

共ྠ利用施設

そ　ࡢ　他

㸦㸶㸧観光又ࣞࡣクࣜ
ョン施設ࢩ࣮࢚

ඵ竜山自然බ園運営管理委託事業 ඵ代市

平家ࡢ里能舞台塗装補修工事 ඵ代市

久連子古代ࡢ里テࣛࢫ改修 ඵ代市

事 業 内 容 事業主体 備考

㸯　産業ࡢ振
興
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計　⏬

自立促進 事　業　ྡ
施策区分 㸦施設ྡ㸧

事 業 内 容 事業主体 備考

樅木吊橋改修 ඵ代市

梅ノ木轟බ園吊橋改修 ඵ代市

んだん轟吊橋改修ࡏ ඵ代市

坂本憩いࡢ家改修 ඵ代市

坂本温泉センタ࣮改修 ඵ代市

坂本ふࡿさとࡲつࡾ ඵ代市

東陽しょうࡀ祭 ඵ代市

さࡶと温泉センタ࣮泉源水中ポンプ取
替工事

ඵ代市

東陽交流センタ࣮ࡽࡏࡏࠕぎࠖ深戸用水ポ
ンプ取替工事

ඵ代市

平家い࠾ࡳࡎ茶ࡲつࡾ㸦泉⏫特産品ࡲつࡾ㸧 ඵ代市

平家ࡢ里伊藤家茅葺屋根替え ඵ代市

ふࢀあいセンタ࣮いࡳࡎ壁補修工事 ඵ代市

ふࢀあいセンタ࣮いࡳࡎ空調改修 ඵ代市

緒方家売店改修 ඵ代市

梅ࡢ木管理棟改修 ඵ代市

古代ࡢ里売店改修 ඵ代市

自然塾飲料水用戸設置 ඵ代市

渓流࢟ャンプ場バン࣮ࣟ࢞前橋架け替え ඵ代市

草花資料館屋根改修 ඵ代市
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第㸱 交通通信体系ࡢ整備ࠊ情報化ཬび 

地域間交流ಁࡢ進 
㸯 交通通信 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

ア㸧国道 

一部過疎地域ࢆ通過ࡿࡍ一般国㐨ࡣ 219 号443ࠊ 号445ࠊ 号ࡢ 3 路線ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

一般国㐨 219 号ࠊࡣ一次改良ࡣ完了࡚ࡋいࠊࡢࡢࡶࡿ球磨ᕝ沿いࡢ急峻࡞地形ࡢたࠊࡵ

落石ࡿࡼ࡞災害Ⓨ生ࢆ未然防ࡄたࡢࡵ災害防Ṇ工事やࠊᖹ面線形ࡀ良好࡛࡞い区間

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡢ改良ࡢ࡚ࡋ対

一般国㐨 443 号ࡣ通学路ࡿࡅ࠾歩㐨ࡢ確保ࡀ望ࠊࡾ࠾࡚ࢀࡲ一般国㐨 445 号ࡘい࡚

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡃい࡚ࡋ進ಁࢆ整備ࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ連携国࣭県ࡃ多ࡀ未改良区間ࡣ

 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞必要ࡀ維持管理࡞適ṇࡢ㐨路施設ࠊたࡲ

イ㸧県道 

一部過疎地域ෆࢆ通過ࡿࡍ県㐨ࠊࡣ主要地方㐨ࡢ㸲路線一般県㐨７路線ࡀあࠊࡀࡍࡲࡾ

幹線的役割ࢆ果たࡍ路線ࡢ早期改良計画的整備ࡀ課題࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ山間部ࢆ通ࡿ路

線ࡘい࡚ࠊࡣ急こう配ࠊ⊃幅員等危険個所ࡶ多ࠊࡃ更ࡿ࡞㐨路整備ࡀ望ࠋࡍࡲࢀࡲ 

 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞必要ࡀ維持管理࡞適ṇࡢ㐨路施設ࠊたࡲ

ウ㸧市道 

国࣭県㐨ࢆᇶ幹࡚ࡋᕷෆࡢ集落間ࢆ有機的結࡛ࢇいࡿᕷ㐨ࡣ住民࡚ࡗ大変重要

改良率約ࡣ一部過疎地域ෆ࡛ࠊࡋࡋࠋࡍ㐨路࡛࡞ 舗装率ࠊ※37.8％ ࠾࡚ࡗ࡞※72.1％

改良率ࡢᕷ全体࡛ࠊࡾ 舗装率ࠊ49.2％ 自動車交ࠊ目立ちࡀࢀ遅ࡢ整備ࡿࡍ比較86.1％

通能㐨路や幅員⊃隘ࡢ路線ࡶ多ࠊࡃ㐨路整備ࢆ更進ࡿࡵ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

当ヱ地域ࡢᕷ㐨ࡘい࡚ࡣⅬ在ࡿࡍ集落間ࢆ結ぶ少࡞い生活路線࡛あࠊࡾ災害時ࡢ࡞

孤立ࡿࡅࡉࢆたࡶࡵ㐨路網ࡢ整備ࡀ急務࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 

 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞必要ࡀ維持管理࡞適ṇࡢ㐨路施設ࠊたࡲ

※数値ࡣ P8 表 1-2 主要බ共施設整備状況ࡿࡼ 

エ㸧林道 

林㐨ࠊࡣ森林資源ࡢ有効活用ࡢほࠊ一部過疎地域࠾い࡚ࡣ生活㐨路ࡢ用ࡶ供࡚ࡋい

支線軸ࢆ整備ࡢ林㐨ࡿ࡞幹線ࠊࡋ活用有効ࢆ各種制度事業ࡢ国࣭県等ࠊࡽこࡿ

林㐨ࠊ作業㐨ࡢ整備ࢆ図ࠊࡾ林㐨密度ࢆ高ࡿࡵ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

路ࡢ降雨後ࡣ未舗装部分ࠊࡃ多ࡶ箇所ࡢࣈ急カ࣮ࠊ急勾配ࠊ地形ୖࡣ林㐨ࡢ既存ࠊたࡲ

面ࡢ荒ࡶࢀ生ࡿࡌこࠊࡽୗ刈ࠊࡾ間伐ࡢ࡞保育管理作業ࢆ滑ࡘ合理的行࡚ࡗ

いࡃたࡶࡵ舗装ࠊ改良等ࡢ計画的࡞整備ࢆ図ࡿ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

 㸧農道࢜

農㐨ࠊࡣ農業ࡢ生産ᇶ盤ୖࠊ重要࡞役割ࢆ果たࡶࡍ国࣭県㐨ࠊᕷ㐨連絡ࠊࡋ地

域ࡢ㐨路網ࢆ形成ࠊࡋ地域ࡢ多目的利用ࡶ寄࡚ࡋいࠋࡍࡲ一部過疎地域࡛ࡣほ場整備

事業等ࡾࡼ一部ࡢ整備ࡣ完了࡚ࡋいࠊࡀࡍࡲ一区画ࡢ面積ࡀᑠࡉい山間部ࡢ急坂地帯࡛

 ࠋࡍࡲい࡚ࢀ遅ࡀ開設ࡢ農㐨ࡿࡁ進入࡛ࡀ車両等ࠊࡣ

 㸧通信施設࢝
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一部過疎地域࡛ࡣ都ᕷ部ࡢ情報格差是ṇࣞࢸビ難視聴地域ࡢ解消等ࢆ目的ケ࣮ࣈ

ᖹ成ࡣい࡚࠾旧東陽ᮧࠊࡋ推進ࢆビ整備事業ࣞࢸࣝ 16 ᖺ度ࠊ旧坂本ᮧཬび旧泉ᮧ࡛ࡶ

ᖹ成 17 ᖺ度完了ࡋࡲࡋたࠋこࠊࡾࡼࢀ一部過疎地域࠾い࡚ࡣᕷ中心部ࡢ情報格

差ࡣ大ࡃࡁ縮ᑠࢀࡉたいえࡲࠋࡍࡲたࠊ防災行ᨻ無線࣭移動通信施設ࢆ整備ࠊࡋ行ᨻ情

報や災害情報ࡢ提供ࠊ緊急時ࡿࡅ࠾情報連絡等活用࡚ࡋいࠊࡀࡍࡲ日常生活࠾い࡚

頻繁利用ࡿࢀࡉ携帯電ヰࡢサ࣮ビࢫエࣜࡘい࡚ࠊࡣ依然࡚ࡋ未整備地区ࡀあࡾ整

備ಁ進努࡚ࡵいࡿこࠋࡍ࡛ࢁ携帯電ヰࡘい࡚ࠊࡣ無人世帯地域ࡢ観光地やⓏ山利用

客ࡢ多い山岳地帯࡛ࡢ遭難防Ṇ等ࡶ活用ࡀ期待࡛ࡿࡁこࠊࡽ今後ࡶサ࣮ビࢫエࣜ

ᣑ大ࡢたࡢࡵ施設整備ࡀ望࡚ࢀࡲいࠋࡍࡲ 

今後ࡣ当ヱ地域住ࡲう人々ࠊࡀ都ᕷ部ࡢ住民格差ࡃ࡞サ࣮ビࡼࡿࢀࡽࡅཷࡀࢫうࠊ

情報通信施設ࡢ整備や情報ࡢ࣒ࢸࢫࢩᑟ入ࠊ高㏿通信ࢺࢵࢿワ࣮ク整備ࢆ行いࠊ生活ࡢ活

性化福祉ࡢ向ୖࢆ図ࡿ必要ࡀあࡲࠋࡍࡲࡾたࠊ個人情報ࡢ保護配慮ࠊࡋ行ᨻ事務ࡢ合

理化住民サ࣮ビࡢࢫ向ୖࢆ図ࡿたࠊࡵ既存ࡢ情報通信ࢺࢵࢿワ࣮ク等ࡢ充実࣭ᣑ大ࢆ図

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿ

キ㸧交通手段の確保  

   一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ㹈Ｒ肥薩線㸱ࡢࡘバࢫ路線１ࠊ㸱ࡢ乗合ࢱク࣮ࢩ路線ࡀ㐠

行࡚ࢀࡉいࠋࡍࡲ㹈Ｒ肥薩線バࢫ路線ࡀ中心ᕷ街地࡞へࡢ広域的࡞クࢫࢭ手段㸦幹

線㸧ࠊ乗合ࢱクࡀ࣮ࢩ㹈Ｒやバࢫ路線へ࣮ࢲ࣮ࣇࡄ࡞ࡘ㸦支線㸧ཬび地域ෆࡢ移動手段ࡢ

役割ࢆ担࡚ࡗいࠋࡍࡲバࢫ乗合ࢱクࡘ࣮ࢩい࡚ࠊࡣ㐠行経費ࡢ一部ࢆᕷࡀ負担࡚ࡋい

ࡶබ共交通便地域ࠊい࡞ࡀ乗降場所ࡃ近ࠊ一方࡛ࡿあࡀい路線࡞少ࡀ利用者ࠊࡀࡍࡲ

存在࡚ࡋいࡿこࠊࡽ状況応ࡌたබ共交通ࢺࢵࢿワ࣮クࡢ再編ࡀ必要࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 

㸦㸰㸧 その対策 

交通通信体系ࡢ整備ࠊࡀ地域࡙ࡢࡾࡃᇶ盤いう認識ࠊࡶࡢ計画的ࡘ効率的整備

ࠊⅬ検ࡢ交通通信施設ࡢ既存ࠊࡶ行うࢆ整備ࡢ㐨路網ࡢࡵたࡢ改善ࢫࢭクࠊࡵ進ࢆ

適ṇ࡞維持補修ࡾࡼ施設機能ࢆ維持ࡲࠋࡍࡲࡋたࠊබ共交通機関ࢆ含ࡵた滑࡞交通体

系ࢺࢵࢿࠊワ࣮クࡢ確立ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

一部過疎地域ෆࡿࡅ࠾日常生活ᣐⅬ間ࢆ結ぶ㐨路ࡢ整備ࢆ推進ࠊࡋ各地域ࡢ交流ࢆ

推進ࡋ各地域ࡢ連携ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

ࠊ整備やࡢ交通網ࡢࡵたࡿࡍ確保ࢆ利便性ࡢ生活ࠊࡋ確保ࢆࡋࡽ暮࡞安心࣭安全ࠊたࡲ

地域住民ࡢ日常生活ࢆ支えࡿ乗合ࢱク࣮ࢩや鉄㐨等බ共交通機関ࡢ維持ࠊ確保ࠊ充実ࢆ図

 ࠋࡍࡲࡾ

ア㸧国道 

一部過疎地域ࢆ通過ࡿࡍ国㐨ࡘい࡚ࠊࡣ特山間部ࡢ未改良区間や歩㐨未設置区間ࠊ

災害Ⓨ生ࡢ恐ࡀࢀあࡿ区間ࡘい࡚今後ࡶ国࣭県連携ࢆ図ࠊࡾ早急改良ಁ進等ࢆ図

 ࠋࡍࡲࡁい࡚ࡗ

イ㸧県道 

主要地方㐨ཬび一般県㐨ࡘい࡚ࠊࡶ未開通区間や車両通行能区間ࡶあࠊࡾ今後ࡶ

県連携ࡋ早期改良ಁ進等ࢆ目指ࠋࡍࡲࡋ 

ウ㸧市道 

一部過疎地域ࡢ地形的条件ࢆ踏ࡲえ࡚ࠊ都合࡞ࡢい生活や活動ࡼࡿࡁ࡛ࡀうࠊ整備ࡀ
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遅滞࡚ࡋいࡿ急傾斜地域存在ࡿࡍ集落ࡿࡅ࠾ᕷ㐨ࡢ整備ࢆ重Ⅼ的行いࠋࡍࡲ集落間

ཬび集落ෆࡢ路線整備等ࢆ推進ࠊࡋ住民ࡢ日常生活ࡢ利便性ࡢ向ୖ産業振興ࠊ観光開Ⓨ

等向ࡅた条件整備ࢆ計画的進࡚ࡵいࡲࠋࡍࡲࡁたࠊ集落間ࢆ結ぶ林㐨等ࢆ活用ࡋた生

活㐨路網ࡢ整備ಁࢆ進ࠊࡶࡿࡍ㐨路機能ࢆ維持ࡿࡍたࡵ適ṇ࡞維持補修ࢆ行いࠋࡍࡲ 

 

エ㸧林道 

林㐨ࡣ森林資源ࡢ有効活用ࡢほࠊ国࣭県㐨ࠊᕷ㐨連絡࡚ࡋ路網ࢆ形成ࠊࡾ࠾࡚ࡋ各

種ࡢ制度事業ࡾࡼ開設ཬび改良ࠊ舗装ࢆ施工ࡋ幹線ࡢ࡚ࡋ機能ࢆ充実ࡉせࡲࠋࡍࡲたࠊ

こࢀ併せ࡚林㐨支線ࡢ࡚ࡋ作業㐨整備ࢆ図ࠊࡾ県࣭ᕷ㐨ࡢ有機的࡞連携ࢆ進ࡵ林㐨

網ࡢ整備ࢆ計画的ಁ進ࠋࡍࡲࡋ 

 㸧農道࢜

ほ場整備事業ࢆ実施ࡋた地区࠾い࡚ࠊࡣ農㐨整備ࡣ完了ࠊࡾ࠾࡚ࡋ今後ࡣ地域ࡢ実情

 ࠋࡍࡲࡵ進ࢆ整備ࡢ合わせ࡚舗装等

地域ࡋ連絡ᕷ㐨ࠊ国࣭県㐨ࠊࡶࡍ果たࢆ役割࡞重要農業生産ࠊࡣ農㐨ࠊたࡲ

ࡶ高いࡢ投資効果ࠊࡋ重視ࢆこࡿい࡚ࡋ寄ࡶ多目的利用ࡢ地域ࠊࡋ形成ࢆ㐨路網ࡢ

 ࠋࡍࡲ行いࢆ順次整備ࠊࡽࡢ

 㸧通信施設࢝

一部過疎地域ࡘい࡚ࡣ自然災害や人Ⅽ的災害ࡿࡼ情報通信ࡢ途絶や混乱ࢆ回避ࡿࡍ

たࠊࡵ規模災害や山岳遭難時等必要࡞重要通信網ࡿ࡞防災行ᨻ用無線ࢆ活用ࡿࡍ

併せ࡚既ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ強化ࡢ早期通報࣭復旧体制ࠊࡋ進ಁࢆ整備ࡢ移動通信施設等ࠊࡶ

存施設ࣝࢱࢪࢹࡢ化へࡢ更新ࢆ行いࠊ防災事業ࡢ広域的利用ᣑ大ࢆ図ࠋࡍࡲࡾケ࣮ࢸࣝࣈ

ࣞビ整備事業ࡘい࡚ࠊࡣᖹ成 17 ᖺࡢ坂本࣭泉地域࡛ࡢ整備完了ࡾࡼ一部過疎地域へ

ᨺ送ࡿあ東陽ࠊ現在坂本ࠊࡵたࡿ図ࢆ対応࡞効率的ࡣ今後ࠊࡽたこࡋ完了ࡀᑟ入ࡢ

施設ࡢ統合ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ加え࡚方向性ࢆ利用ࡋた安否確認ࢆ࣒ࢸࢫࢩ活用ࠊ࡞ࡿࡍ

緊急時ࡢ通報手段ࡶ࡚ࡋ有効的࡞方法ࠊ࡚ࡋ国࣭県࣭事業者ࡢ協議ࢆ進ࡼࡽࡀ࡞ࡵ

情報サࠊࡋ活用ࢆワ࣮クࢺࢵࢿࡢ等ࣛࢺン地域ࠊたࡲࠋࡍࡲࡾ図ࢆ充実ࠊ整備ࡢ一層ࡾ

࣮ビࡢࢫᖹ準化ࠊ均衡化ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 

 キ㸧交通手段の確保  

    㹈Ｒやバࡿࡼࢫ中心ᕷ街地࡞へࡢクࢫࢭ㸦幹線㸧ࢆ確保ࠊ維持࡚ࡋいࠊࡶࡃ

利用実態ཬび人ࠊࢆ࣮ࢩクࢱ乗合ࡿい࡚ࡗ࡞移動手段ࡢ㸦支線㸧ཬび地域ෆ࣮ࢲ࣮ࣇ

口分ᕸࡢ状況応࡚ࡌ見直ࢆࡋ図࡚ࡗいࡲࠋࡍࡲࡁたࢫࠊク࣮ࣝバࢫや診療所ࡢ患者輸送

車ࠊ࡞類似ࡢ移動手段ࡢ連携ࡶ検討ࠊࡽࡀ࡞ࡋ効率的ࡘ効果的࡞交通ࡢ࣒ࢸࢫࢩ構

築ࢆ図࡚ࡗいࠋࡍࡲࡁ 

 

㸰 地域間交流の促進 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

交通体系や情報通信網ࡢ整備ࠊࡣ余暇ࡢ充実伴い人ᮦ育成࣭経済振興࣭文化振興࡞

多面的࡞効果ࡀ期待ࡿࢀࡉこࡽ地域間交流ࡢ重要性ࡀ高࡚ࡗࡲいࠋࡍࡲ隣接ࡿࡍ熊本

都ᕷ圏ࡶࡣちࠊࢇࢁ九ᕞ縦貫自動車㐨や九ᕞ新幹線鹿児島࣮ࣝࡢࢺ開通ࠊࡾࡼ福岡都ᕷ

圏や鹿児島圏域ࡢ縦軸ࠊ更ࡣ高㏿バࡢࢫ利用ࡿࡼ宮崎圏域へࡢ横軸ࡢクࢫࢭ性ࡀ飛
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躍的向ୖࠊࡾ࠾࡚ࡋ観光やࣞクࣜエ࣮ࢩョンいࡗた面࡛ࠊࡶ更交流連携ࢆ深࡚ࡵ

いࡃこࡀ重要࡛ࡲࠋࡍたࠊࣉࢵࢪ࣮࣓ࠊᕷ民ࡢ憩いࡢ場࣭コ࣑ュニࢸ形成ࡢ場

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿࡵ進積極的ࡶ景観整備や環境整備࡚ࡋ

近ᖺࠊ人々ࡢ感覚ࠊࡣ自然や環境対ࡿࡍ意識ࡢ高ࠊࡽࡾࡲ価値観ࠕࡽࠖࡢࡶࠕࡶこ

こࢆࠖࢁ重視ࡢࡶࡿࡍへ変化ࠊࡋ生活環境ゆࡾや潤いࠊ快適ࢆࡉ求ࡿࡵ声ࡀ高ࡗࡲ

࡚いࡲࠋࡍࡲたࠊ余暇時間ࡢ増大伴いࣞࠊクࣜエ࣮ࢩョン形態ࠊࡣ従来ࡢ周㐟型ࠕࡢ見

自然࡞緑豊ࡢ農山ᮧࠊࡾ࠾࡚ࡋ変化へࡢࡶࡢ滞在型ࡿࡍ体験ࠖࠊ交流ࠕࠊࡽ観光ࠖࡿ

 ࠋࡍࡲい࡚ࡋ増加ࡀ都ᕷ住民ࡴࡋ楽ࢆ中࡛余暇ࡢ

地域間交流ࡢ活Ⓨ化ࠊࡣ自ࡢࡽ地域ࡀ持ࡘ風土や歴史ᇵわࢀた⊂自性ࢆ再確認ࠊࡋ地

域ࢹࡢンࢇࢆࢸࢸ養ࠊࡶࡿࡍ交流ࡿࡼ新ࡋい刺激ࠊ࡚ࡗࡼ地域社会

ࠊ歴史ࠊ自然ࡿࡍ有ࡢᕷࡶ今後ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡿࢀࡉ出ࡳ生ࡀⓎ想࣭想像࡞活性化や新たࡢ

文化ࢆ前面出࡞ࡲࡊࡲࡉࠊ࡚ࡋ地域ࡢ交流ࢆ深࡚ࡵいࡃ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

関࡞国際的ࠊࡋᣑ大ࡀ交流ࡢ࡞情報࣭ࣀ人࣭ࣔࠊࡾࡼⓎ㐩ࡢ輸送࣭通信手段ࠊたࡲ

ಀࡶ高ࡳࢆࡾࡲせ࡚いࠋࡍࡲ本ᕷ࡛ࡶ海外ࡢ好都ᕷ締結ࢫࡾࡼ࡞ポ࣮ࢶ交流࣭文

化交流ࡀ࡞活性化ࡘࡘࡋあࠋࡍࡲࡾ 

㸦㸰㸧 その対策 

人ᮦ交流࣭文化交流࣭࣋ンࢺ等ࡢ開催や空ࡁ家ࡢ活用ࢪ࣮࣒࣮࣌࣍ࠊ等ࡿࡼ情報Ⓨ

信ࢆ通ࠊࡋＵ࣭㹈࣭㹇࣮ࢱンࡢ可能性ࢆ持ࡘ都ᕷ住民ࡢ࡞交流や本ᕷへࡢ移住࣭定住

国ࡢᕷ民ࡾ図ࢆ交流ಁ進ࡢᣑ充や外国人ࡢ国際交流機会ࡢ青少ᖺࡽࡉࠋࡍࡲࡋ進ಁࢆ

際感覚ࢆ高ࠋࡍࡲࡵ 

特地域ࡢ更ࡿ࡞活性化ྲྀࡢ組ࠊ࡚ࡋࡳ各地域ࡢ特色ࢆ活ࡋた各種ࡢ࣒ࢬ࣮ࣜࢶ推

進や既存ࡾࡘࡲࡢや交流࣋ンࡢࢺ一層ࡢ充実ࢆ図࣋ࡶࡿンࡢࢺ目的意識ࢆ明確

ࠊたࡲࠋࡍࡲࡾ図ࢆ魅力増進ࡢ地域展開ࡢ交流活動ࡿࡼ住民主体ࡽ行ᨻ主ᑟ型ࠊࡋ

既存施設ࢆ活用ࡋた各種࣋ンࢆࢺ実施ࠊࡋ地域ࡢ魅力Ⓨ信努ࠊࡽࡉࠋࡍࡲࡵンࢱ

施設ࡢࡵたࡢた情報Ⓨ信ࡋ利用ࢆビ等ࣞࢸࣝࣈケ࣮ࠊࢺࢵࢿࣛࢺンやඵ代地域ࢺࢵࢿ࣮

整備ࡢ充実ࢆ行いࢆࣉࢵࢪ࣮࣓ࠊࡽࡉࠋࡍࡲ図ࡿ目的ࠊࡶࡽ地域ࡢ再開Ⓨ景観

ࠊࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ活用ࡢ࡚ࡋ場ࡢ形成ࢸュニ࣑場やコࡢ憩いࡢ地域住民ࠊࡵ進ࢆ整備ࡢ

都ᕷ部ࡢ交流ಁࢆ進ࡿࡍこࡾࡼ相互理解や地域文化ࡢ向ୖࢆ図ࠊࡶࡿ地域ࡢ

自立化ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ 



計　画

自立ಁ進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

㸦㸯㸧市町村道

道ࠉࠉ路 ୗ片岩線測㔞࣭開設舗装 八代市

木々子板ࣀ平線改良舗装 八代市

中鶴ୖ鶴線改良舗装 八代市

ୖ鶴大門瀬線改良舗装 八代市

瀬戸石高田辺線測㔞改良舗装 八代市

合志㔝渋利線測㔞改良舗装 八代市

合志㔝中鶴線測㔞改良舗装 八代市

新開箱石線道路舗装࣭局部改良 八代市

久木㔝座連線道路舗装 八代市

鶴美生線道路改良 八代市

西原⍇⍈ྂ閑線道路改良 八代市

差㔝園谷線道路舗装 八代市

赤山新開線道路舗装 八代市

黒渕淵の本線道路舗装 八代市

差㔝団地線道路舗装 八代市

⏿中黒渕線道路舗装 八代市

鹿路線道路舗装 八代市

相原村中線道路舗装 八代市

久木㔝ᖐり坂線道路改良 八代市

栗林団地1～8号線㸦8路線㸧道路舗装 八代市

美生小原線道路改良 八代市

森ୗ平㔝線安全施設整備 八代市

西原川平線安全施設整備 八代市

小崎線道路改良ୖࣀཱྀ 八代市

⏿中差㔝2号道路改良 八代市

桂原㔝添線改良 八代市

糸原線改良 八代市

ୖの門打越線改良 八代市

 業 内 容 業主体 備考

㸰ࠉ交通通信体
系の整備ࠊ情報
化及び地域間交
流のಁ進
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計　画

自立ಁ進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

 業 内 容 業主体 備考

㔝添日当線舗装 八代市

西の岩線舗装 八代市

日当矢山線舗装 八代市

平線舗装 八代市

本屋敷線舗装 八代市

横手坂本線舗装 八代市

広平線改良 八代市

八八㔜四方田線舗装 八代市

朴の木線改良 八代市

合腰越線舗装 八代市

矢山線舗装 八代市

岩奥堂線舗装 八代市

五家荘椎葉線舗装 八代市

乙川線改良 八代市

横石࣭小川線改良 八代市

ୗ鎌瀬࣭ୖ鎌瀬線改良 八代市

赤山油谷線舗装 八代市

平山線舗装 八代市

ୗ代瀬࣭木々子線改良舗装 八代市

八ࢶ枝線改良舗装 八代市

板持2号線改良舗装 八代市

日光࣭辻線舗装 八代市

大通線道路舗装 八代市

五反田西山線舗装 八代市

黒渕城ࣀ平線舗装 八代市

西原川平線舗装 八代市

森ୗ平㔝線舗装 八代市

ୗ屋敷樅木線舗装 八代市
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計　画

自立ಁ進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

 業 内 容 業主体 備考

橋りょう

そ の 他

㸦㸰㸧農ࠉࠉ道

㸦㸱㸧林ࠉࠉ道 深水線舗装 八代市

木々子日光線舗装 八代市

破木寺前瀬線舗装 八代市

山ཱྀ小川内線舗装 八代市

鶴平線舗装 八代市

板持陣之内線舗装 八代市

板持瀬戸石線改良 八代市

小木場線改良 八代市

観音線舗装 八代市

南川内線改良 八代市

水無線改良 八代市

花の尾線改良 八代市

白谷線改良 八代市

池の原走水線開設 熊本県

袈裟堂深水線舗装 八代市

鶴喰大門瀬線舗装 八代市

木々子走水線舗装 八代市

馬廻板ࣀ平線開設 八代市

登俣川原谷線開設 八代市

油谷大門線開設 八代市

仁田尾座連線改良 八代市

観音線改良 八代市

日添線改良 八代市
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計　画

自立ಁ進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

 業 内 容 業主体 備考

泉葉木線改良 八代市

樅木線改良 八代市

福根線改良 八代市

林道維持工全線 八代市

菖蒲谷線開設 八代市

市ࣀ俣支線舗装 八代市

南川内線舗装 八代市

福根線舗装 八代市

㸦㸲㸧漁港関連道

㸦㸳㸧鉄道施設等

鉄道施設ࠉࠉ

鉄道車両ࠉࠉ

軌道施設ࠉࠉ

軌道車両ࠉࠉ

その他ࠉࠉ

㸦㸴㸧電気通信施設等
情報化のための施設

通信用鉄塔施設 携ᖏ電話等エリア整備業 八代市

テレビᨺ送中継施設

有線テレビࢪョン
ᨺ送施設

告知ᨺ送施設

有線ᨺ送電話

防災行ᨻ用無線
施設
テレビࢪョンᨺ送
等難視聴解消のた
めの施設
その他の情報化の
ための施設

（A９V施設整備業 八代市

（A９Vセンタ࣮設備改良業 八代市

高㏿インタ࣮ࢵࢿトサ࣮ビࢫ基盤整備
業補助金

通信業者

そ の 他

㸦㸵㸧自 動 車 等

自 動 車

雪 ୖ 車
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計　画

自立ಁ進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

 業 内 容 業主体 備考

㸦㸶㸧渡 船 施 設

渡ࠉࠉ船

ಀ留施設

㸦㸷㸧道路整備機械等

㸦㸯㸮㸧地域間交流
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第㸲 生活環境の整備 

㸯 上水道・生活排水処理 

上水道 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域ࡢᖹ坦部࣭山間部ࡢ集落ࡀ形成ࡓࢀࡉ地域ࡢ一部ୖࡣ水㐨ࡀ整備࡚ࢀࡉいࡿ地

域ࡶあࠊࡀࡍࡲࡾ人口密度ࡀపくఫ家ࡀ点在࡚ࡋいࠊࡵࡓࡿ水㐨ࡢ広域化ࡿࡼ生活用水ࡢ確保

飲料水供ࠊ簡易水㐨࡞ᑠ規模ࡓࡋ単ࢆ㸯～㸰集落ࡵࡓࡢࡑࠋࡍࡲࡾあ状況࡞困難࡚ࡵ極ࡣ

給施設࡚ࡗࡼ水ࡢ供給࡚ࢀࡉ࡞ࡀいࡢࡽࢀࡇࠋࡍࡲ施設ࡘい࡚ࡢࡑࠊࡣ多くࡀ昭和 30～40

ᖺ代整備࡚ࢀࡉいࠊࡽࡇࡿ老朽化ࡀ著ࡋくࠊ適ṇ࡞水質管理及ࡧ安心࡛安全࡞水ࡢ安定供

給ࡀ困難࡞状況࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ今後ࡣ維持管理ࡢ簡便化ࢆ含ࠊࡵ老朽管ࡢ更新等施設ࡢ改良ࢆ

計画的実施ࠊࡋ水質有率ࡢ向ୖࢆ図ࠊࡾ経営ࡢ健全化向け࡚ྲྀࡾ組࡛ࢇいく必要ࡀあࡾ

 ࠋࡍࡲ

㸦㸰㸧 その対策 

水需要対処ࠊࡵࡓࡿࡍ水量ࡢ確保水質ࡢ向ୖࢆ図ࠊࡾ水ࡢ安定供給ୖ水㐨ࡢ普及ಁ進

ດࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ水利用ࡘい࡚ࡣ節水࣭再利用ࢆ推進ࠊࡶࡿࡍ合理的࣭効率的࡞水㐨整

備給水益ࡢ増加ࢆ図ࠊࡾ安定ࡓࡋ事業運営ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ 

広域水㐨施設ࡢ整備ࡀ困難࡞地域あࠊࡣ࡚ࡗࡓ簡易水㐨事業ࡢ普及ດࠊࡵ施設ࡢ老朽化等

改良ࢆ必要ࡿࡍ施設ࡘい࡚ࠊࡣ今後ࡶ国ࡢ補ຓ等ࢆ活用ࡋᖺ次計画ࡾࡼ積極的改良ࢆ進

 ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ軽減ࡢ維持管理費等ࡾࡼ統合等ࡢ施設ࠊࡶࡿࡵ

協地区ఫ民ࠊࡵࡓࡿࡍ確保ࢆ飲料水࡞安全ࡾࡼࠊࡣい࡚ࡘ飲料水供給施設ࡢ他ࡢࡑࠊࡓࡲ

力࡚ࡋ簡易水㐨ࡢ普及ດࠋࡍࡲࡵ 

 

生活排水処理 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域ࡢうち東陽地域࣭泉地域࡛ࡣ農業集落排水事業ࡀ完了ࠊࡾ࠾࡚ࡋ当該事業整備区

域外及ࡧ坂本地域࠾い࡚ࡣ浄化槽等ࡢ設置ࡀ必要࡚ࡗ࡞いࡿ現状࡛ࠋࡍ 

山間部࠾い࡚ࠊࡣ集落ࡀ点在ࠊࡋ家屋ࡶศ散࡚ࡋいࡽࡇࡿබ共ୗ水㐨事業ࡢ整備ࡣ困難

࡛あࠊࡾ対処ࡢ立ち後ࢀや生活様式ࡢ多様化ࠊࡽ親水空間ࡢ基盤ࡿ࡞河川ࡢ水質汚濁ࡀ見ཷ

けࡼࡿࢀࡽうࠋࡓࡋࡲࡾ࡞ 

長く続けࡀ状態ࡓࡋうࡇࠊࡾあ࡛ࡵࡓࡿい࡚ࢀࡉ流河川等ࡲࡲࡢ未処理ࡀ生活排水ࡣࢀࡇ

 ࠋࡍࡲࢀࡉ懸念ࡶ影響ࡢ生活環境へࡢ地域ఫ民ࠊࢇࢁちࡶࡣ環境ࡿࡁ生ࡢ生物ࡢ多くࠊࡤ

㸦㸰㸧 その対策 

地域ఫ民ࡢ生活ࡢ快適性ࢆ向ୖࡽࡉࠊࡏࡉ環境保全ࢆ図ࠊࡵࡓࡿ農業集落排水事業や浄化槽

設置整備事業等ࢆ地域ࡢ実情あわ࡚ࡏ推進ࠋࡍࡲࡋ 

水生生物観察会ࡢ河川࡛ࠊࡵࡓいく࡚ࡗ図ࢆ連携強化ࡢ市民市ࠊࡵ高ࢆ環境意識ࡢ市民ࡓࡲ

や各種団体等協力ࡢ࡚ࡋ環境学習会࣭講習会ࢆ࡞積極的開催ࠋࡍࡲࡋ 

 

㸰 ごみ・し尿処理 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

市ࡳࡈࡢ処理ࡣ市設置ࡢඵ代市清掃センタ࣮ඵ代生活環境事務組合設置ࡢク࣮ࣜンセンタ
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うち昭和ࡢࡇࠋࡍࡲい࡚ࡗ㸰施設࡛行ࡢ࣮ 50 ᖺ供用開始ࡢඵ代市清掃センタ࣮ࠊࡣ生活様式ࡢ

多様化ࢦࡿࡼミ質ࡢ変化経ᖺ劣化ࡾࡼ焼却能力ࡀపୗ࡚ࡋいࠊࡽࡇࡿᖹ成 29 ᖺ度

新ࡋいࡳࡈ処理施設ࠕඵ代市環境センタ࣮ࠖࡢ稼動ࢆ目指࡚ࡋいࡢࡑࠋࡍࡲ整備࠾い࡚ࠊࡣ安

定的ࡘ適ṇ࡞処理ࢆ行うࠊࡶ余熱利用ࡿࡼ環境㈇荷ࡢప減ࢆ図ࠊ࡞ࡿ循環型社会ࡢ

形成推進へ寄ࡼࡿࡍうດࠋࡍࡲࡵ 

一般廃棄物ࠊࡣ事業系ࡢࡶࡢ家庭系ࡢࡶࡢ大別ࠊࡀࡍࡲࢀࡉ特事業系一般廃棄物ࡘい

排出抑制策࡞重点的ࡶࡽ意味ࡢ追及ࡢ処理責任ࡿࡼ事業者ࠊࡉ高ࡢ排出抑制効果ࡢࡑࠊࡣ࡚

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿࡌ講ࢆ

ࡢクࣝ関連法ࢧࣜ࡞クࣝ法ࢧンࣜࢥパソࠊクࣝ法ࢧ建設ࣜࠊクࣝ法ࢧ家電ࣜࠊࡓࡲ

整備ࡀ進ࠊࢀࡽࡵ一定ࡢ成果ࡿࢀࡽࡳࡀ面ࠊ法投棄ࡀ後ࢆ絶ࠊࡎࡓ周辺環境へࡢ影響ࡶ懸念

 ࠋࡍࡲࢀࡉ

市ࡋࡢ尿処理ࡘい࡚ࠊࡣ市設置ࡢඵ代市衛生処理センタ࣮ඵ代生活環境事務組合設置ࡢ衛

生センタ࣮࡛処理࡚ࡋいࠋࡍࡲ浄化槽汚泥ࡘい࡚ࡣᖹ成 18 ᖺ度ࡾࡼ供用開始ࡓࡋ汚泥処理施

設࡚処理ࢆ行࡚ࡗいࠋࡍࡲ浄化槽汚泥ࡢ処理施設ࡘい࡚ࠊࡣ施設ࡢ機能維持及ࡧ維持管理経

費ࡢ節減ࡢࡵࡓࡢ浄化槽清掃業者ࡢ適ษ࡞汚泥くࡼࡿࢀࡉ࡞ࡀࡾྲྀࡳう対策ࢆ講ࡿࡌ必要ࡀあࡾ

 ࠋࡍࡲ

㸦㸰㸧 その対策 

容器包装ࣜࢧクࣝ法基࡙いࡓศ別集ࡢ徹底ࠊఫ民事業所へࡢ啓発ࢆ進ࡢࡳࡈࠊࡵ排出

抑制ࢧࣜࠊクࣝࡢ推進ດࡢࡳࡈࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ集効率化策ࢆ講ࠊࡶࡿࡌ効率࣭効果

的࡞処理ࢆ図ࡢࡵࡓࡿ処理施設ࡢ整備ࢆ進ࠊࡽࡉࠋࡍࡲࡵ資源循環型社会形成推進ࡈࠊࡵࡓࡢ

 ࠋࡍࡲࡵດ排出抑制ࡢࡳࡈ࡞大幅ࠊࡋ徹底ࢆ指ᑟࡢ事業所へࡿࡍ排出多量ࢆࡳ

効ࡶ最ࡽࡀ࡞ࡾ図ࢆ整合性ࡢ動向やୗ水㐨計画ࡢ人口ࠊࡣい࡚ࡘ浄化槽汚泥処理ࡧ尿及ࡋ

果的࡞手法࡛ࡢ施設整備ࡘい࡚検討ࡢࢀࡒࢀࡑࠊࡶࡿࡍ施設ࡽ発生ࡿࡍ処理汚泥等

 ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ有効利用ࡾ限࡞い࡚可能ࡘ

 

㸱 防 災 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

山間部ࡢ高齢化伴う災害時避難行動要支援者ࡢ増加ࡧࡓࡦࠊࡾࡼ災害ࡀ発生ࡤࢀࡍ甚大

ࡾ地滑ࠊ崩壊ࡢ急傾斜地ࠊࡵࡓ࡞峻険ࡀ地形ࠊࡣい࡚࠾一部過疎地域特ࠊࢀࡉ予想ࡀ被害࡞

等ࡢ起ࡾࡇやࡍい危険箇所ࡀ多くࠊ河川流域ࡣ川床勾配ࡀ急ࠊࡵࡓ࡞護岸ࡢ決壊ࠊ土石流ࠊ農地

へࡢ冠水等ࡢ災害ࡀ発生ࡋやࡍい条件࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ対策ࠊ࡚ࡋ治山ࠊ砂防施設ࡢ設置࡞

あࡀ必要ࡿ図ࢆ整備計画的ࡵ深ࢆ連携ࡢ関ಀ課等ࠊࡎ言えࡣ充ศࡀࡍࡲい࡚ࢀ行わ徐々ࡶ

情ࡢ災害時ࠊ防災啓発ࡿけ࠾日常ࠊࡣビ施設や防災行政無線施設ࣞࢸケ࣮ブࣝࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ

報伝㐩有効利用࡚ࢀࡉいࠊࡀࡍࡲ防災行政無線施設ࡘい࡚ࡣ高度情報化対応ࡓࡋ更新等ࡀ

必要࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ生活様式ࡢ変化過疎化や高齢者世帯等ࡢ増加ࠊࡾࡼ火災ࠊ救急事案発

生ࡢ危険性ࡣ大ࡁく࡚ࡗ࡞いࢀࡇࠋࡍࡲ対処ࠊࡵࡓࡿࡍ常備消防力ࡢ拡充強化や非常備消防ࡢ

装備充実等ࡀ必要࡚ࡗ࡞いࠋࡍࡲ 

㸦㸰㸧 その対策 

一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ災害ࢆ未然防Ṇࠊࡋఫ民ࡢ生命ࠊ身体及ࡧ㈈産ࢆ保護ࡶࡿࡍ

防災ࠊ確保ࡢ消防団員ࠊ増強ࡢ消防施設ࠊ整備ࡢ治山࣭砂防施設ࠊࡵࡓࡿࡍ防Ṇࢆ拡大ࡢ被害

行政無線ࡢ充実各器機ࢹࡢジタࣝ化ࢆ推進ࠊࡶࡿࡍケ࣮ブࣝࣞࢸビ等ࢆ活用ࡓࡋ防災啓
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発活動災害情報ࡢ伝㐩ດࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡵ常備消防ࡿ࡞ࡽࡉࡢ充実強化ࢆ図ࠊࡵࡓࡿ引ࡁ続ࡁ

必要࡞働ࡁけࢆ行いࡍࡲ 

基࡙く精神ࡢ隣保協同ࡢఫ民ࠊࡎࡽ࡞ࡳࡢ火災ࠊࡽ増加ࡢ高齢者世帯等や単独世帯ࠊࡓࡲ

防災ボࣛンࢸや自主防災組織ࡢ育成ࢆ推進ࠊࡋ災害発生時ࡢ初期活動ࠊ後方支援ࡢ確立ࡶࡣ

 ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ向ୖࡢ地域防災力ࡓࡵ含ࢆ治安維持ࡢ日常ࡾࡼ

 

 



計　画

自立促進 　業　名
施策区分 㸦施設名㸧

㸱　生活環境の
整備

㸦㸯㸧水道施設

ୖ 水 道

簡易水道 大平地区簡易水道施設整備業 ඵ代市

㔝添簡易水道施設整備業 ඵ代市

段㸦西部㸧地区統合簡易水道施設整備業 ඵ代市

川原谷地区簡易水道施設整備業 ඵ代市

ୖ鎌瀬㸦中津道㸧地区簡易水道施設整備業 ඵ代市

白岩戸簡易水道施設整備業 ඵ代市

南川内簡易水道施設整備業 ඵ代市

葉木地区簡易水道施設整備業 ඵ代市

ୗ深水地区簡易水道施設整備業 ඵ代市

㔜簡易水道施設整備業 ඵ代市

岩奥簡易水道施設整備業 ඵ代市

赤根簡易水道施設整備業 ඵ代市

河合場簡易水道施設整備業 ඵ代市

一ツ氏簡易水道施設整備業 ඵ代市

小原簡易水道施設整備業 ඵ代市

そ の 他

㸦㸰㸧ୗ水処理施設

බ共ୗ水道

農村集落排水施設

地域し尿処理施設

そ の 他 浄化槽設置整備業 ඵ代市

浄化槽市町村整備推進業 ඵ代市

㸦㸱㸧廃棄物処理施設

ごみ処理施設

し尿処理施設

そ の 他

㸦㸲㸧火葬場

㸦㸳㸧消防施設 消防団施設設備整備業 ඵ代市

消防施設整備業 ඵ代市

㸦㸴㸧බ営住宅

 業 内 容 業主体 備考
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第５ 高齢者等ࡢ保健及ࡧ福祉ࡢ向上及ࡧ増進 

㸯 高齢者福祉 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

一部過疎地域࠾い࡚ࡣ高齢化ࡀ著しࡃ進行し࡚ࠊࡾ࠾ᖹ成 22 ᖺࡢ国勢調査࡛ࡣ地域内

ࡣ高齢者比率ࡢ ࡀ高齢者比率ࡢ市全体࡛ࡿけ࠾同調査ࠋすࡲい࡚ࡗ࡞42.6％ 28.3％࡛

あࠊࡇࡿ及ࡧ全国࡛ࡢ高齢者比率ࡀ 23.0％࡛あࠊࡤࢀࡳࢆࡇࡿ一部過疎地域࠾い࡚ࡣ

全国先駆け࡚超高齢社会ࡀ到来し࡚いࡲすࠋ認知症高齢者ࡢ増加や75ࠊ 歳以上ࡢ後期高齢

者人口ࡢ占ࡿࡵ割合ࡢ高ࠊࡾࡲ一人暮ࡽしࡢ高齢者や介護ࢆ必要すࡿ高齢者ࡢ増加ࡶ対

応しࠊࡽࡀ࡞ఫࡳ慣ࡓࢀ家庭や地域࡛安心し࡚暮ࡽせࡼࡿうࠊ医療介護連携ࢆ図ࡿ同時ࠊ

 ࠋすࡲࡾあࡀ必要ࡿ図ࢆ構築ࡢテムࢫシけ地域包括ケࡔࡿࡁ࡛

㸦㸰㸧 その対策 

誰ࡀࡶఫࡳ慣ࡓࢀ家庭や地域࡛࡞ࡢ安心し࡚暮ࡽせࡿ社会ࡢ実現ࢆ目指すࠊࡵࡓ介護保

険サ࣮ビࢫ等現行サ࣮ビࢫ水準ࡢ維持ࢆ図ࡲࡾすࠋ 

高齢者ࡢ社会参加ࢆ支援すࠊࡶࡿ高齢者ࡀ健康過ࡈすࡢࡵࡓ生ࡁ甲斐健康࡙ࡃ

熊本県認知症け医ࡘࡾࡧ医療確保並ࡿけ࠾一部過疎地域ࠊࡓࡲࠋすࡲ推進しࢆࡾ

疾患医療ࢭンタ࣮ࡢ連携ࡀ保ࡼࡿࢀࡓう関ಀ機関ࡢ連携ດࡲࡵすࠋ 

高齢ࠊ有効活用しࢆ࡞テムࢫ安否確認シࡓ利用しࢆ双方向性ࡢテࣞビࣝࣈケ࣮ࠊࡽࡉ

者ࡢ不安解消や緊急時ࡢ早期発見ࠊ早期対応活用しࡲすࠋ 

㸰 障がい者福祉 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

障ࡀい者ࠊࡣ生活習慣病࣭交通事故࣭労災等ࡢ増加及ࡧ高齢化伴いᖺ々増加すࡿ傾向

あࠊࡾ各種ࡢ援ຓや施策ࡀ行わ࡚ࢀいࠊࡢࡢࡶࡿ本人ࢇࢁࡕࡶࡣ家族ࡿ精神的࣭経済

的負担ࡣ大ࡃࡁ多ࡢࡃ問題ࡀ残࡚ࢀࡉいࡲすࠋ 

障ࡀい者ࡢ介護࣭支援あࡿࡓ家族等ࡢ負担ࢆ軽減すࠊࡶࡿ障ࡀい者ࡿࡁ࡛ࡀ限ࡾ

ఫࡳ慣ࡓࢀ家庭や地域࡛生活࡛ࡼࡿࡁうすࠊࡵࡓࡿ必要࡞サ࣮ビࡢࢫ提供や施設ࡢ整備

 ࠋすࡲい࡚ࢀࡉ要求ࡀ展開ࡢ施策ࡢࡽ両面ࢻ࣮ࣁࠊࢺࣇソ࡞

㸦㸰㸧 その対策 

公共施設や人ࡀ多ࡃ㞟ࡿࡲ施設࣮ࣜࣇࣜࣂࡢ化ࢆ更図ࠊࡾ障ࡀい者ࡢ地域生活社会

参加ࢆ積極的推進すࠊࡵࡓࡿ自立更正必要࡞障ࡀい者支援施設等ࡢ整備や職業相談等

ಁࢆ自ຓ࣭自立ࡢい者ࡀ障ࠋすࡲࡾ図ࢆ充実ࡢ援護体制࡞ࡿ進すಁࢆ㞠用ࠊࡾ図ࢆ強化ࡢ

しࠊࡽࡀ࡞支援ボࣛンテ等ࡢ育成ດࠊࡵ障ࡀい者やࡉしいࢆࡾࡃ࡙ࡕࡲ推進しࡲすࠋ 
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㸱 児童福祉 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

女性ࡢ社会進出や共働ࡁ夫婦ࡢ増加ࠊ教育費等ࡢ子育࡚コࡢࢺࢫ増大ࠊ࡞子ࡾࢆࡶ

ࡃい࡚ࡗ育豊ࡀࡶ子ࠊ࡞ࡢ社会変化࡞うࡼࡢࡇࠋすࡲ変化し࡚いࡃࡁ大ࡣ環境ࡃࡲ

社会ࠊ子育࡚喜ࠊࡕࡶࢆࡧ安心し࡚子ࢆࡶ産ࡳ育࡚ࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿ子育࡚支援社会ࡢ形

成ࡣ必要不可Ḟ࡚ࡗ࡞いࡲすࠋ 

担う子ࢆḟ代ࠊ対し状況ࡢ࡞交流不足ࡢ仲間や異ᖺ齢児ࡧ遊ࡿࡼ少子化ࠊࡓࡲ

 ࠋすࡲい࡚ࡗ࡞必要ࡀ支援策ࡢへࡕ育࡞健やࡢࡶ

㸦㸰㸧 その対策 

将来ࢆ支えࡿ子ࠊࡀࡕࡓࡶ健やࡲࡃࡓしࡃ育ࡓࡲࠊࡵࡓࡘ安心し࡚子ࢆࡶ産ࡳ

育࡚ࡼࡿࡁ࡛ࡀࡇࡿうࠊ妊娠࣭出産ࡽ子育࡚࡛ࡲษࢀ目࡞ࡢい支援や子育࡚環境ࡢ整

備ࢆ進ࡲࡵすࠊࡽࡉࠋ家庭࡛ࡶ男女ࡀ共子育࡚ࡿࡁ࡛ࡀ男女共同参画社会ࡢ形成ດࡵ

 ࠋすࡲ

保育ࡀ必要࡞児童ࡢ正確࡞把握ࢆ行うࠊࡶ保護者ࡢ就労形態ࡢ多様化や地域ࡢニ࣮

 ࠋすࡲ推進しࢆ延長保育等ࠊい児保育ࡀ障ࠊ休日࣭夜間保育ࡓ応えࢬ

㸲 母子・父子福祉、生活保護 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

ࠊうえ࡞ࡕࡀࢀ置状態࡞不安定精神的ࠊ社会的ࠊ経済的ࠊࡣい࡚࠾親世帯ࡾࡦ

地域経済ࡢ先行ࡀࡁ不透明࡞中ࠊ特就労子ࡢࡶ養育大࡞ࡁ不安ࢆ抱え࡚いࡲすࠋ

子ࡢࡶ健全࡞育成ࡶࡵࡓࡢ養育指導࣭ຓ成࣭相談体制ࡢ確立ࢆ行う施策ࡀ必要࡛あࠊࡾ

本市࠾い࡚ࡶ生活ࡢ安定自立ࢆ支援すࡿ各種施策ࢆ行࡚ࡗいࡲすࠊࡀ十ศ࡞活用ࡉ࡞ࡀ

 ࠋすࡲࢀࡽࡳࡶࡢࡶい࡞い࡚ࢀ

ࢆ保護ࠊࡾ࡞重ࡀ要因ࡢ進行等ࡢ核家族化ࠊ多様化ࡢ日常生活ࠊప迷ࡢ景気ࡃ長引ࡓࡲ

必要すࡿ高齢者世帯ࠊ一人暮ࡽし世帯ࡀ増加すࡿ傾向あࡲࡾすࡇࠋうしࡓ状況ࠊ࡞ࡢ

高齢被保護者ࡀ他法他施策ࠊ関ಀ機関そࡢ他ࡢ地域ࡢ社会資源ࢆ活用しࡾࡂࡿࡁ࡛ࠊ自

立しࡓ生活ࢆ送ࡢࡵࡓࡿ社会的支援シࢫテムࢆ構築すࡀࡇࡿ最重要課題࡚ࡗ࡞いࡲ

すࠋ 

㸦㸰㸧 その対策 

生ࠊࡶࡿ図ࢆ経済的安定ࡾࡼ進等ಁࡢ生業指導࣭㞠用ࠊࡣい࡚ࡘ親世帯ࡾࡦ

活相談支援体制ࡢ整備࣭充実ດࡲࡵすࠋ 

生活保護世帯ࡢ自立ࢆຓ長すࠊࡵࡓࡿ民生委員等ࡢ協力ࠊࡾࡼ扶養義務者扶養ࢆ

ಁすࠊࡶ他法他施策や地域ࡢ様々࡞社会資源ࢆ活用すࠊࡾࡼࡇࡿ自立ಁࢆ進し

生活意欲ࡢ向上ࢆ図ࡲࡾすࠋ 



計　画

自立促進 事　業　名
施策区分 㸦施設名㸧

㸦㸯㸧高齢者福祉施設

高齢者生活福祉セ
ンター

五家荘デイサービスセンター特殊浴槽整備 八代市

泉地域福祉センター居住部門空調機器整備 八代市

老人ホーム

老人福祉センター

そ の 他

㸦㸰㸧介護老人保健施
設

㸦㸱㸧児童福祉施設

　　保　育　所

児　童　館

　　障がい児入所施設

㸦㸲㸧認定こども園

㸦㸳㸧障がい者福祉施
設

　　障がい者支援施設

　　地域活動支援セン
ター

　　福祉ホーム

　　その他

㸦㸴㸧母子福祉施設

㸦㸵㸧市町村保健セン
ター及び母子健康セン
ター

㸦㸶㸧過疎地域自立促
進特別事業

㸦㸷㸧その他
高齢者外出支援事業 八代市

介護予防送迎事業 八代市

事 業 内 容 事業主体 備考

㸲　高齢者等
の保健及び福
祉の向上及び
増進
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第６ ་療ࡢ確保 

 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

健康阻害ࡢ要因ࡀ複雑化ࠊࡋ増加ࡿࡍ生活習័病や新ࡋい疾病対ࡿࡍ住民ࡢ疾病予防

対策ࡀ問題࡚ࡗ࡞いまࠋࡍ 

本市ࡢ་療施設ࡣ八代市立病院࣭熊本労災病院࣭熊本総合病院等を中核ࠊ人口密度ࡢ

高いᖹ㔝部集中࡚ࡋいまࠋࡍ一部過疎地域࠾い࡚ࡣ無་地༊ࡶ多くࠊさࡽ広範ᅖ࡞

地域ࡢたࡵ་療機関ࡽ遠くࠊ交通ࡢ便ࡶ悪いたࠊࡵ十分࡞་療を受けくい現状あࡾ

まࠋࡍ特小中学生や高齢者等ࡢ交通弱者ࡢࡾ࡞ࡣ࡚ࡗ不便負担を感࡚ࡌいࡿ現

状あࠊࡾ緊急時࠾い࡚ࡢ不安要素ࡢ一因࡚ࡗ࡞ࡶいまࠋࡍ 

་療࣭保健࠾い࡚ࠊࡣ生活習័病ࡢ若ᖺ化傾向や生活習័起因៏ࡿࡍ性疾病患者ࡢ

増大ࡾࡼ་療費ࡢ高騰ࡀ見ࠊࢀࡽ加え࡚急㏿࡞高齢化ࡢ進展ࡿࡼ虚弱࣭認知症患者等

病をࡢ心ࡾࡼ社会情勢࡞複雑ࠊまたࠋࡍいま࡚ࡗࡀ繋需要増加ࡢ介護保険ࡽ増加ࡢ

訴えࡿ人ࡶ多く࡚ࡗ࡞いまࠋࡍ 

こࡼࡢう࡞་療環境少子高齢化ࡢ進行伴いࠊ予防་療ࡢ推進㔜点をࠊࡁ࠾知識ࡢ

普及࣭啓発や救急་療体制ࡢ推進をᅗ࡚ࡗいく必要ࡀあࡾまࠋࡍ 

㸦㸰㸧 その対策 

一部過疎地域࠾い࡚ࠊࡣ患者ࡢ搬送体制を確保ࠊࡋ関係機関ࡢ協議࣭協力ࡢ下ࠊ短時

間࡛ࡢ搬送ル࣮トࡢ確保努ࡵまࠋࡍまたࠊ複数ࡢ地域中核病院ࡢ連携やࠊ県及び熊本県

地域་療支援機構ࡢ協議ࡾࡼ地域内ࡢ診療所࠾けࡿ་師ࡢ確保ࡶ努ࠊࡵ住民ࡀ安心

 ࠋࡍまࡾ充実をᅗࡢ་療体制ࡿせࡽ暮࡚ࡋ

さࠊࡽ疾病予防意識ࡢ高揚をᅗࡾ総合的ࡘ積極的࡞健康࡙くࡾをᅗࠊࡾここࡢࢁ健康

相談ࡢ推進及び精神保健関ࡿࡍ正ࡋい知識ࡢ普及啓発をᅗࡾまࠋࡍ 

 



計　画

自立ಁ進 事　業　名
施策༊分 㸦施設名㸧

５　་療の確
保

㸦㸯㸧診療施設

病　　院

診 療 所 へき地診療所運営費 八代市

へき地診療所施設整備事業 八代市

巡回診療車㸦船㸧

患者輸送車㸦艇㸧 患者輸送車の購入 八代市

そ の 他

㸦㸰㸧特定診療科に
　　ಀる診療施設

病　　院

診 療 所

巡回診療車㸦船㸧

その他

事 業 内 容 事業主体 備考

- 35 -



 

 
- 36 -

第７ 教育ࡢ振興 

 

㸯 学校教育 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

社会環境ࡢ変化や女性ࡢ就業機会ࡀ増えࡿ伴い少子化ࡀ進ࠊࡳ児童数࣭生徒数ࡣ減少

傾向あࠋࡍࡲࡾ 

就学前教育ࠊࡣ教育ࡢ基盤࡛ࡢࡶࡿ࡞あࠊࡾ幼児期ࡽ子ࡢࡕࡓࡶ個性や能力ࢆ伸

 ࠋࡍ大ษ࡛ࡀこࡿࡍ育成ࢆ人間性࡞豊ࠊࡋࡤ

ᑠ࣭中学校࠾い࡚ࠊࡣ児童࣭生徒ࡢ減少伴いࠊ特一部過疎地域࠾い࡚ࠊ統廃合

やࠊ複式指ᑟࢆ余儀࡞くࡓࡁ࡚ࢀࡉこࡶࢁあࠊࡾ統廃合ࡢ場合ࠊࡣ通学ಀࡿ負担ࢆ軽

減ࡿࡍ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ学校施設ࡘい࡚ࡣ老朽化ࡓࡋ施設ࡢ改修や耐震化ࢆ行う必要ࡀ

あࠋࡍࡲࡾ加え࡚教育機器や情報機器ࡢ充実ࠊ余裕教室や学校統廃合伴い廃校ࡓࡗ࡞

学校施設ࡢ有効活用ࢆ図࡞ࡽけࠊࡓࡲࠋࢇࡏࡲࡾ࡞ࡤࢀ施設整備ࡢ࡞ハ࣮ࢻ面࡛ࡢ整備

ࢀࡀ急ࡀ充実ࡢ教育施策ࡓࡋ対応到来ࡢ高度情報化ࡓࡋ超越ࢆ距離ࠊ時間ࠊ࡚ࡋ並行

 ࠋࡍࡲい࡚ࡗ࡞必要ࡀ提供ࡢ場ࡢ教育ࡓࡋ連携市内各施設ࠊࡾ࠾࡚

㸦㸰㸧 その対策 

就学前ࡽ子ࡢࡕࡓࡶ個性や能力ࢆ伸ࠊࡋࡤ豊࡞人間性ࢆ身ࡘけࡿ特色ࡢあࡿ教

育ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ 

ᑠ࣭中学校࠾い࡚ࡣ安全安心࡞通学環境ࡢ確保努ࠊࡵ学校施設ࡢ非構造部ศࡢ耐

震化ࡶ取ࡾ組ࡓࡲࠋࡍࡲࡳ新学習指ᑟ要領ࡢ実施伴いࠊ一人一人ࡢ子ࠕࡕࡓࡶ生

ࠋࡍࡲࡵ進ࢆࡾ学校環境࡙くࡿ特色あࡓࡋࡊ根地域ࠊࡋ目指ࢆこࡿࡍ育成ࢆ力ࠖࡿࡁ

連ࡢ学校地域ࠊほࡿࡍ利用࡚ࡋ施設ࡵࡓࡢ児童生徒ࠊࡣい࡚ࡘ余裕教室ࠊࡓࡲ

携強化ࢫࡢࡵࡓࡢペ࣮ࠊࢫ社会教育施設等ࡢ学校外施設へࡢ転用ࢆ検討࡚ࡋいࡉࠋࡍࡲࡁ

やケ࣮ブࣝࢺࢵネࣛࢺン八代地域ࠊ伴い進展ࡢワ࣮ク社会ࢺࢵ高度情報通信ネࠊࡽ

テࣞビ網ࢆ࡞利用ࠊࡋ情報教育ࢆ充実ࡏࡉ高度情報化社会主体的対応࡛ࠕࡿࡁ情報

活用能力ࠖࢆ育成ࠋࡍࡲࡋ 
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㸰 社会教育 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

高齢化社会ࢆ迎えࡓ今日ࠊ生活環境ࡢ変化や自由時間ࡢ増大ࢆ࡞背景ࠊ生涯ࢆ通ࡌ

࡚余暇ࢆ楽ࠊࡳࡋ絶えࡎ新࡞ࡓ知識や技術ࡢ修得ࢆ図࡚ࡗ自己ࢆ高ࠊࡵいࡀࡁいࡢあࡿ充

実ࡓࡋ生活ࢆ送ࡓࡾいいう生涯学習ࡢニ࣮ࡀࢬ高࡚ࡗࡲいࠋࡍࡲ 

そࡼࡢう࡞中࡛ࠊ生活ࡢ多様化ࡀ進ࠊࡳ住民ࡢ生活形態合ࡓࡗ学習機会ࡢ提供や学習

内容ࡢ充実ࢆ図ࡿ必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

社ࡿ学習場所࡛あࠊࡣࡿࡍ十ศ保障ࢆ学習機会ࡢ一部過疎地域ࡔࢇ進ࡢ高齢化ࠊࡓࡲ

会教育施設等ࡢ整備ࡢ充実や指ᑟ者ࡢ確保࣭育成ࡀ求࡚ࢀࡽࡵいࠋࡍࡲ 

㸦㸰㸧 その対策 

住民ࡢ積極的࡞学習意欲ࢆ高ࠊࡵ住民ࡢ主体的࡞学習ࢆ支援ࠊࡵࡓࡿࡍ学習ニ࣮ࢆࢬ

的確把握ࠊࡋ行政や民間ࡢ各種団体ࡢ連携協力ࡿࡼ生涯学習推進体制ࢆ整備ࠋࡍࡲࡋ 

ンࣛ࣎各種団体やࠊ࡚ࡋ通ࢆ育成ࡢ確保や指ᑟ者ࡢ専門職員ࡢ࡞社会教育主事ࠊࡓࡲ

テࠊ非営利団体㸦㹌㹎㹍㸧ࡢ地域活動へࡢ積極的࡞参加ಁࢆ進ࠋࡍࡲࡋ 

生涯学習活動推進ࡢ地域拠点ࡢ整備充実及び施設間ࡢネࢺࢵワ࣮ク化ࢆ図ࠊࡾ住民ࠕࡀい

ࡶこ࡛ࠊࡶ࡛ࡘ 学ࠖぶこࡿࡁ࡛ࡢ学習ࡢ機会ࡀ保障ࡿࢀࡉシࢫテム࡙くࢆࡾ進ࠋࡍࡲࡵ 

 

㸱 スポ࣮ツ࣭レクリエ࣮ション 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

生活水準ࡢ向上や余暇時間ࡢ増大あわࠊ࡚ࡏ自然志向࣭健康志向ࡀ高ࠊࡾ࠾࡚ࡗࡲ健

康࡙くࡾや趣味࣭ࣞࢶ࣮࣏ࢫ࡚ࡋクࣜエ࣮ション活動ࢆ志向ࡿࡍ人ࡀ増加࡚ࡋいࠋࡍࡲ    

指ᑟ者不ࠊ多様化ࡢࢬニ࣮ࡢ少子化や保護者࣭児童ࠊࡣい࡚ࡘᑠ学校運動部活動ࡓࡲ

足等ࡢ課題対応ࠊࡵࡓࡿࡍ社会体育へࡢ移行ࡀ進࡚ࢀࡽࡵいࡿこࠋࡍ࡛ࢁ 

こࡼࡢう࡞こࠊࡽ住民ࡀ日常生活࠾い࡚࣭ࣞࢶ࣮࣏ࢫクࣜエ࣮ションࢆ楽ࡓࡴࡋ

 ࠋࡍࡲࡾあࡀ必要ࡿࡵ進ࡽ個人的࣭地域的࣭職域的視点ࠊࢆ環境整備ࡢࡵ

㸦㸰㸧 その対策 

住民ࡀいࠊࡶ࡛ࡘこ࡛ࡶ気軽࣭ࣞࢶ࣮࣏ࢫクࣜエ࣮ションࢆ楽ࡼࡿࡵࡋうࠊ施設ࡢ

整備や効果的࡞共同利用࡞ネࢺࢵワ࣮ク化ࢆ図ࠊࡾ特老朽化ࡀ進ࡴ施設ࡘい࡚ࡶ早

急改築࣭改修等ࢆ進ࠋࡍࡲࡵ  

心ࡽࡀ࡞ࡳࡋ楽気軽ࡀ住民ࠊࡵ努育成࣭確保ࡢ組織強化や指ᑟ者ࡢ関ಀ団体ࠊࡓࡲ

身ࡢ健康࡙くࡾ取ࡾ組ࡼࡿࡵう࡞各種教室や行事ࡢ充実ࢆ図ࠋࡍࡲࡾ特ࠊ一部過疎地

域࠾けࡿᑠ学校運動部活動ࡢ社会体育へࡢ移行あࠊࡣ࡚ࡗࡓ移動手段等配慮ࡀ࡞ࡋ

 ࠋࡍࡲࡾ図ࢆ確保ࡢ機会ࢶ࣮࣏ࢫࡢ児童生徒ࠊࡽ

 

 



計　画

自立促進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

教育の振ࠉ６
興

㸦㸯㸧学校教育関連施
設

校ࠉࠉ舎 泉第ඵ小学校空調設備改修工 ඵ代市

東陽中学校校舎長ᑑ命化ᑐ策工 ඵ代市

東陽小学校校舎長ᑑ命化ᑐ策工 ඵ代市

泉第ඵ小学校校舎長ᑑ命化ᑐ策工 ඵ代市

東陽中学校給水設備改修工 ඵ代市

屋内運動場
ඵ竜小学校体育館非構造部材耐震改修工


ඵ代市

坂本中学校体育館非構造部材耐震改修工


ඵ代市

東陽中学校体育館非構造部材耐震改修工


ඵ代市

東陽小学校体育館非構造部材耐震改修工


ඵ代市

屋外運動場

水泳プ࣮ル

へき地集会施設

寄ࠉ宿ࠉ舎

教職員住宅 泉第ඵ小学校教職員住宅改築工 ඵ代市

ス࣮ࢡルバス࣭
ࢺ࣮࣎

ス࣮ࢡルバス整備業㸦ඵ竜小㸧 ඵ代市

ス࣮ࢡルバス整備業㸦泉小中㸧 ඵ代市

ス࣮ࢡルバス運行業㸦ඵ竜小ࠊ東陽
小ࠊ泉小中㸧

ඵ代市

給食施設

そࠉのࠉ他 東陽小学校プ࣮ル改修工 ඵ代市

坂本中学校ࢢラウンࢻ整備工 ඵ代市

泉第ඵ小学校ࢢラウンࢻ整備工 ඵ代市

東陽小学校焼却炉撤去工 ඵ代市

廃校施設管理業 ඵ代市

旧河俣小学校焼却炉撤去工 ඵ代市

旧内の木場分校焼却炉撤去工 ඵ代市

 業 内 容 業主体 備考
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計　画

自立促進 ࠉ業ࠉ名
施策区分 㸦施設名㸧

 業 内 容 業主体 備考

旧泉第小学校焼却炉撤去工 ඵ代市

旧泉第三小学校焼却炉撤去工 ඵ代市

旧河俣小学校受電設備改修工 ඵ代市

㸦㸰㸧幼稚園

㸦㸱㸧集会施設ࠊ体育
施設等

බࠉ民ࠉ館 類似බ民館新築等補助業 ඵ代市

坂本බ民館改修業 ඵ代市

බ民館施設維持業 ඵ代市

集会施設 社会教育ｾﾝﾀｰ整備業 ඵ代市

体育施設 坂本中学校夜間照明施設整備業 ඵ代市

東陽運動බ園夜間照明施設整備 ඵ代市

東陽ス࣮࣏ツセンタ࣮施設整備業 ඵ代市

図ࠉ書ࠉ館

そࠉのࠉ他
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第㸶 地域文化ࡢ振興等 

 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

地域࠾けࡿ文化活動ࠊࡣ教育活動ࡾࡼࡶࡣ地域࡙くࡾ活動࡞互い密接連帯

く魅ࡼࡳ住ࢆ地域ࠋࡍ柱࡛࡞㔜要ࡿࡵ進ࢆ生涯学習ࡶコミュニティ形成ࠊࡾ࠾࡚ࡋ

力あࡿࡍࡢࡶࡿたࠊࡣࡵ多様࡞文化活動ࢆ一層ຓ長ࠊࡋ文化振興ࢆ図ࡿ必要ࡀあࡲࡾ

 ࠋࡍ

一部過疎地域࡛ࡣ先人ࡀ営ࡁ࡛ࢇた生活や文化ࢆ今日伝えࡿ歴史的࣭文化的財産や伝

統芸能ࡀ大ษ守ࡋࡲࡁ࡚ࢀࡽたࠋ東陽町地区ࡣ全国数多くࡢ石橋ࢆけた肥後種山石

工ࡢ㔛࡚ࡋ広く知ࠊࢀࡽ数多くࡢ石橋ࡀ残さࡲࠊࡾ࠾࡚ࢀたࠊ五家荘地区ࡣ全国的ࡶ

ᖹ家落人伝説࡛知ࠊࡾ࠾࡚ࢀࡽ古代踊ࡾや神楽等ࡢ伝統芸能ࡀ伝承さ࡚ࢀいࠋࡍࡲ 

こࡢほࠊࡶ数多くࡢ文化的遺産や郷土芸能ࡀ伝承さࠊࢀ指定文化財࡚ࡋ保護ࡀ図

ࡎ講ࢆ措置ࡢ記録作成等ࠕࡢ国ࡀ七夕綱ࡿࢀ伝承さ坂本町地区ࠊࡣ近ᖺ࡛ࠊࡾ࠾࡚ࢀࡽ

ࡋ瀕危機ࡢ消滅ࡣ中ࡢ文化財ࠊࡋࡋࠋࡍࡲい࡚ࢀ選択さ民俗文化財ࠖࡢ無形ࡁ

࡚いࡢࡢࡶࡿ調査࣭整備ࡀ進࡛ࢇい࡞いࡶࡢࡶあࠋࡍࡲࡾ今後こࡽࢀ先人ࡢ残ࡋた文化遺

産ࢆ後世継承ࠊࡋ整備࣭活用ࡽࡀ࡞ࡋ地域ࡢ文化創造取ࡾ組࡛ࢇいく必要ࡀあࠋࡍࡲࡾ 

㸦㸰㸧 その対策 

芸術࣭文化団体ࠊサ࣮クルࡢ活動ࠊ࡞芸術࣭文化活動ࡢ支援ࢆ図ࠊࡾබ民館࣭歴史

資料館࡞各種文化施設ࡢ整備共ྠ利用ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ 

ࠊ後継者育成や記録保存ࠊࡵたࡢ復活࣭継承ࡢ行事や民族芸能࣭ࡾ祭ࡢ地域伝統ࠊたࡲ

各種講座ࡢ࡞開催ࢆ推進ࠋࡍࡲࡋ文化財ࡘい࡚ࡶ地域ࡢ実情応ࡌた適正࡞保護ດ

 ࠋࡍࡲࡵ

 

 

計 画 

 

自立促進 
施策区ศ 

事 業 ྡ 
㸦施設ྡ㸧 

事 業 内 容 事業主体 備考 

㸵 地域文化
 振興等ࡢ

㸦１㸧地域文化振興
施設 

   

 地域文化振興施
設 

   

 
 そࡢ他 文化財保護及び伝統芸能後継者育成事業 ඵ代市  
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第㸷 集落ࡢ整備 

 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

人ཱྀࡢ都市部へࡢ流出࣭集中化伴いࠊ一部過疎地域࡛ࠊࡣ青年層ࡢ流出ࡿࡼ高齢世

帯ࠊ独ࡾ暮ࡽし世帯ࡢ増加࡞相まっ࡚ࠊ社会情勢ࡢ変化ࡾࡼ集落し࡚ࡢ機能ࡀప

下や空ࡁ家ࡢ増加ࡀ見ࠊࢀࡽ་療ࠊ福祉ࠊ教育等ࡢ基礎的࡞公共サ࣮ビࡢࢫ確保ࡶ困難࡞

地域ࡀあࡾますࠋ 

ししࠊఫ民ࡢ多くࡢࢀࡒࢀࡑࡣ集落ࡢ近辺生産基盤ࡢ田ࠊ⏿ࠊ山林等を有し࡚ࠊࡾ࠾

ྂくࡽ集落内ఫ民࡛共有すࡿ山林ࠊ祭祀堂等ࡢ財産を持ちࠊ伝統的風習行事ࡢ࡞自治

活動ࡶ営ま࡚ࢀいࡿこࠊࡽ集落対すࡿ愛着ࡀ強く現段階࠾けࡿ集落ࡢ再編成ࡣ困

難࡞状態࡛すࠋ 

㸦㸰㸧 その対策 

各地域ࡢ自然的࣭地理的条件を活しࡓ体験型ࡢプログラࡢ࣒開発や特産品ࡢ加工開

発࣭販売促進ࡿࡼ࡞地域ࡢ活性化を図ࠊࡵࡓࡿコ࣑ュニティビࢪネࢫ等ࡢ支援を行う

 ࠋを推進しますࡾ地域࡙くࡿ活力あࡾࡼ協働ࡢ行政ఫ民ࡶ

まࠊࡓ一部過疎地域࠾けࡿ集落機能ࡢ維持定ఫ対策を推進すࠊࡵࡓࡿ集落࠾けࡿ生

活機能ࡢ維持࣭確保や一人世帯へࡢ見守ࡾ体制ࡢ強化ࠊ既存施設や空ࡁ家ࡢ有効活用を図

 ࠋますࡵ検討を進ࡢ集落再編ࠊ世代間交流や地域間交流を促進しࡢ地域内ࠊࡽࡀ࡞ࡾ

 

 

計 画 

 

自立促進 
施策༊分 

事 業 名 
㸦施設名㸧 

事 業 内 容 事業主体 備考 

㸶 集落ࡢ整
備 

過疎地域集落再編
整備 
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第 10 その他地域の自立促進関し必要࡞事項 

 

㸦㸯㸧 現況と問題点 

 近年ࠊ地方ศ権ࡢ進展ࠊࡾࡼ地方ࡢ自立ࡀ唱えࠊࢀࡽこࢀま࡛以上地方ࡢ責任役

割ࡀ求࡚ࢀࡽࡵおࠊࡾ多様化࣭複雑化すࡿ社会問題や地域課題ࡢ解決ࠊࡵࡓࡢ市民行政

 ࠋっ࡚います࡞ますます重要ࠊࡀࡾまち࡙くࡿࡼ協働ࡢ

こࡼࡢう࡞流ࡢࢀ中࡛ࠊศ権社会おけࡾࡼࠕࡿ良い地域社会ࡢ実現ࠖࠊࡣまち࡙く

協力ࠊ補完し相互ࠊ役割を認識し࡚自己責任ࢀࡒࢀࡑࡀ行政住民ࠊࡿ主体࡛あࡢࡾ

しあうࠊ協働ࡢまち࡙くࡀࡾ強く求࡚ࢀࡽࡵいますࠋ 

 

 

㸦㸰㸧 その対策 

地方ศ権へࡢ的確࡞対応を図ࠊࡽࡀ࡞ࡾ住民ニ࣮ࢬ応えうࡿ魅力活力あࡿ地域࡙く

ࡓまࠊ行政市民ࠊ情報බ開を推進し࡞適ษ情報提供࡞積極的ࠊࡵࡓいく࡚ࡵを進ࡾ

市民相互ࡢ情報ࡢ共有化努ࠊࡶࡿࡵ住民ࡀ主体࡞っ࡚自ࡢࡽ地域課題を解決し

࡚いくࡢࡵࡓ方策し࡚ࠊ住民自治組織やまち࡙くࡾを支えࡿ団体へࡢサポ࣮ト体制ࡢ充

実を図っ࡚いࡁますࠋ 

 

 

計 画 

 

自立促進 
施策区ศ 

事 業 名 
㸦施設名㸧 

事 業 内 容 事業主体 備考 

他地ࡢࡑ ９
域ࡢ自立促進
࡞際し必要
事項 

 コミュニティࢭンタ࣮整備 ඵ代市  

 

 

 


